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序国際政治とは何か｡ 国際関係は, いかに理論的に理解されうるのか｡ こ
の問いに答えるアメリカの国際政治学と対置されうる, 極めて重要な国際
政治理論の一つとして, ｢英国学派｣ (イギリス学派 ; the English School)
に注目が集まりつつある
(１)
｡
｢パワー｣ を重視する現実主義や, ｢道義｣ を重視する理想主義などの
論
説
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国際政治理解とは異なり, ｢国際法・外交・国際社会｣ などの概念を重視
する同学派について, 現代日本の国際政治学でも現在, 盛んに研究が進め
られており, 相次いで同学派の重要な文献の邦訳が出版されるなど, 顕著
な研究の進捗が見られるところである｡ 英国学派の議論ではとくに, 近代
国際法論を展開したグロティウスらの思想に着目しつつ, 中央政府をもた
ないが, 諸国家から形成される ｢国際社会｣ の概念とその意味などが論じ
られてきた｡ そして近年, 英国学派が展開する国際社会論の再評価や深化
のために, 高名な18世紀ブリテンの歴史家・哲学者であるデイヴィッド・
ヒューム (David Hume
(２)
) の国際政治に関わる哲学が再考されつつある｡
そうした再考察においては, 英国学派が提示する ｢国際社会｣ の概念を用
いて現代の国際政治を分析するに際して, ヒュームの国際関係論や政治哲
学が有用であること, あるいは英国学派の議論の基礎をなす思想として,
ヒューム哲学は評価され直されるべきであることなどが, とりわけ指摘さ
れている｡
本稿は, こうした英国学派におけるヒューム政治哲学の評価を紹介し,
その思想解釈を検討することで, 英国学派の国際政治理論においてなぜヒュー
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(１) 英国学派の中核をなす論者として, 例えば Martin Wight, Herbert
Butterfield, Hedley Bull, Alan James, R. J. Vincent, C. A.W. Manningらが挙
げられる｡ またこうした英国学派の確立期に著作を残した論者の思想を検
討しつつ, その後の同学派の展開について考察し, 同学派の観点を現代の
国際政治理論へと応用し発展させようとする, 英国学派の代表的な研究者
として, Timothy Dunne, Barry Buzan, James Mayall, Andrew Linklater, Ian
Hall, Alan James, そして菅波英美 (Hidemi Suganami) らが挙げられる｡
(２) デイヴィッド・ヒューム (David Hume), 1711年生, 1776年没｡ スコッ
トランド出身, エディンバラ・カレッジを卒業｡ 大学教職に就かなかった
哲学者・歴史家であり, 様々な分野において著作を遺した｡ 主要著作は,
『人間本性論』, 『道徳・政治・文芸論集』, 『イングランド史』, 『人間知性
探究』 及び 『道徳原理探究』 など｡
ムが注目されているのか, その理由について考察する｡ そこで, まずⅠ章
では, 英国学派においていかなる国際政治理論が展開されているのかにつ
いて概説する｡ とくに, 本稿が取り上げる様々なレヴェルでの研究におい
ても頻出する, マーティン・ワイトによる ｢三つの伝統｣ の思想分類と,
ヘドリー・ブルが提示した二つの ｢国際社会｣ の概念を解説する｡ 続くⅡ
章では, 現代の英国学派の研究者として著名なジェームズ・メイヨールが,
ヒュームを自身の議論の枠組として高く評価していることを確認し, なぜ
ヒューム哲学が国際政治の分析において重視されうるのかについて検討す
る｡ そしてⅢ章にて, ワイトが示した ｢三つの伝統｣ 分析やブルによる
｢国際社会｣ の概念を踏まえ, ヒュームの思想を英国学派の云わば ｢源流｣
として評価する研究を介して, 彼の国際政治の哲学を明らかにする｡ 以上
の論議を総合して, 終章では, 国際政治学の観点からヒュームの法と政治
の哲学の研究をさらに進めていくことは, いかなる将来性を有しうるもの
なのか, この点について端的に論じたい｡
Ⅰ 英国学派の国際政治理論
Ⅰ.1 ｢英国学派｣ とは何か
英国学派は, 第二次大戦後, 1959年に創設された ｢英国国際政治理論
委員会｣ と, そこでの議論の成果として編纂・出版された 『外交の探究
(３)
』
を主たる出発点として成立したとされ
(４)
, 現代でも同学派についての研究や
論
説
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(３) Butterfield, Herbert and Wight, Martin (eds.) [1966] Diplomatic Investi-
gations : Essays in the Theory of International Politics, G. Allen & Unwin. 同
書の邦訳として, 佐藤誠ほか訳 [2010] 『国際関係理論の探究―英国学派
のパラダイム』 (日本経済評論社) がある｡
(４) 英国学派の起源や成立過程については, Dunne, Timothy [1998]
Inventing International Society : A History of the English School, Palgrave
Macmillanが詳しい｡ 英国学派の始原や, いかなる人物が同学派に含まれ
再評価がイギリス本国を中心に続けられている
(５)
｡ 同学派は最初期より, ア
メリカの国際政治学と対比させられることで, その方法論的特徴が示され
ており, この点は同学派の存在意義をまた示すものでもある｡ 『外交の探
究』 の序文において, ｢現代・科学・方法論・政策｣ を重視する立場と特
徴づけられうるアメリカの国際政治学に対し, ｢歴史・規範・哲学・原則｣
を重視する立場として英国学派が特徴づけられていることは, とくに有名
である
(６)
｡ こうしたアメリカを起源とする国際政治理論とは異なる, 英国学
派の理論的な視座について, 日本でも近年とくに注目されるようになって
きており, 数多くの研究成果が発表されている
(７)
｡
英国学派の国際政治理論の特徴について, 同学派の膨大な議論や研究成
果を一点に集約して説明するならば, 国家間関係を ｢国際社会｣ (interna-
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るのかについては一義的に定められるものではないが, 同書では, 学派の
系譜を E. H. カーにまで遡っている｡
(５) 近年の代表的な研究成果として, Linklater, Andrew and Suganami,
Hidemi [2006] The English School of International Relations : A Contemporary
Reassessment, Cambridge University Press及び Navari, Cornelia (ed.) [2009]
Theorising International Society : English School Methods, Palgrave Macmillan
などがある｡
(６) Butterfield and Wight (eds.) [1966] p. 12. (佐藤誠ほか訳 [2010] p.
iv.)
(７) 近時の日本における, 英国学派についての代表的な研究としては, 細
谷雄一 [1998] ｢英国学派の国際政治理論―国際社会・国際法・外交｣ 『法
学政治学論究』 37, 池田丈佑 [2009] ｢賢慮・正義・解放―英国学派の倫
理観と現代世界政治理論における展開｣ 『立命館国際地域研究』 29, 大中
真 [2010] ｢英国学派の源流―イギリス国際関係論の起源｣ 『一橋法学』
9(2), 河村しのぶ [2010] ｢英国学派の国際政治理論とその諸批判｣ 『九大
法学』 (102), 角田和広 [2011] ｢英国学派から観る国際政治理論と勢力均
衡｣ 『政治学研究論集』 33, 大中真 [2011] ｢英国学派 (イングリッシュ・
スクール) の生成―チャールズ・マニングとその思想｣ 『一橋法学』 10(2)
などが列挙できよう｡
tional society) として見るという点が挙げられる｡ この ｢国際社会｣ なる
概念の代表的な定義は, ｢この概念を他の誰よりも発展させた人物
(８)
｣ とし
て挙げられるヘドリー・ブルが著した, 英国学派の最も重要な古典の一つ
と評価される著作 『国際社会論』 において
(９)
, 次のように示されている｡
一定の共通利益と共通価値を自覚した国家集団が, その相互関係にお
いて, それらの国々自身が, 共通の規則体系によって拘束されており,
かつ, 共通の諸制度を機能させることに対して, 共に責任を負ってい
るとみなしているという意味で一個の社会を形成している
(10)
｡
それでは, 英国学派の理論を特徴付けるこの ｢国際社会｣ とは何か｡ 以
下, 本章では, ｢国際社会｣ の概念を明確化する思想分類や分析枠組を提
唱した同学派の代表的な論者のなかでも, とくに今日の英国学派に関する
論
説
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(８) Holsti, K. J. [2009] “Theorising the Causes of Order : Hedley Bull’s The
Anarchichal Society,” in Navari (ed.), op. cit., p. 127.
(９) ブルの 『国際社会論』 の第二版に序文を寄せたスタンレー・ホフマン
は, 同書について, ｢英国学派の国際関係理論あるいは国際関係への英国
的なアプローチと呼ばれるものの中において, 最も巧みな著作と見做され
ている｣ と述べている (Hoffman, Stanley, “Foreward : Revisiting ‘The
Anarchical Society’,” in Bull, Hedley [1995] The Anarchical Society : A Study
of Order in World Politics, 2nd edn., Columbia University Press.)｡
(10) ブル, ヘドリー著, 臼杵英一 訳 [2000] 『国際社会論―アナーキカル・
ソサイエティ』 (岩波書店) p. 14. 原著である The Anarchical Society : A
Study of Order in World Politicsは, 1977年に初版が, 1995年に第二版が出
版されている｡ なお本稿では, 引用部の訳出に際し, 訳書が出版されてい
る場合, 基本として邦訳に従っている｡ 但し, 鍵となる語句 (例えば real-
ismなど) については, 訳語の統一のため, 岸野が一部邦訳に変更を加え
ている｡ その場合は, 引用中に原著の単語をカッコ内にて示し, 変更が加
えられていることを明示している｡
議論でも活用され, それゆえにまた批判や思想分析の対象ともなっている,
マーティン・ワイトとへドリー・ブルについて論ずることにしよう｡
Ⅰ.2 マーティン・ワイトの ｢三つの伝統｣ 論
英国学派の主要な論者であるマーティン・ワイトは, 国際政治に関する
思想的伝統を次の三つに分類し整理したことで知られている
(11)
｡ その伝統の
第一は, 国際関係における ｢力｣ (power) の重要性を強調する ｢現実主
義者｣ (Realist) の伝統であり, 代表的な思想家としてマキャヴェリやホッ
ブズらが挙げられる｡ 第二は, 国際関係を人類共同体へと変革可能なもの
と見做す ｢革命主義者｣ (Revolutionist) の伝統であり, これはカントや
レーニンらの思想に代表される｡ そして, 云わばこれらの二者の狭間に位
置付けられうる第三の伝統として, 国際関係における国際法や外交の重要
性を強調する ｢合理主義者｣ (Rationalist) の伝統が挙げられ, これはグ
ロティウスやバークなどに代表される思想的伝統であるとされる｡ こうし
た三つの伝統 (3R) を用いてワイトは国際関係における理論の構築を図
り
(12)
, 後の英国学派の議論においては, この三者の中でも ｢合理主義者｣ の
伝統がとくに重要視されることとなる
(13)
｡
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(11) ここではとくに, ワイト, マーティン著, 佐藤誠ほか訳 [2007] 『国
際理論―三つの伝統』 (日本経済評論社) を参照する｡ なお原著は, Wight,
Martin [1991] International Theory : The Three Tradition, Leicester University
Press.
(12) ｢三つの伝統｣ の思想的伝統を析出する以前に出版された 『外交の探
究』 においても, 政治理論と並びうる国際関係についての ｢理論｣ が構築
できるとすれば, それは ｢国際法｣ の議論を基礎とする思想的伝統にある
と, ワイトは論じている (cf. Butterfield and Wight (eds.) [1966] ch. 1)｡
(13) 但し, こうした思想分類を提起したワイト自身が ｢合理主義者｣ の伝
統に位置付けられるのかについては, 直截に断定できるわけではない｡ 例
えばブルは, ワイトの生涯における思想的振幅を論じており, 時期や著作
このようにワイトが論じた ｢三つの伝統｣ の分類枠組は, 現代の英国学
派の研究者や同学派に準拠するケース・スタディなどにおいて, 多用され
るところとなっている｡ 例えば, これらの思想伝統の分類に基づき, 英国
学派の思想的系譜や現代的展開を追う研究や
(14)
, これらの ｢三つの伝統｣ を
理念型として, 他国への介入の議論などを分析する研究などがある
(15)
｡
この ｢三つの伝統｣ は, 伝統相互の対比により, 大きく次のように区別
される｡ ｢現実主義者｣ は, 諸国の上に立つ政治的上位者を認めず, 国際
関係は ｢力｣ が支配するものであり, 究極的には ｢戦争｣ によって調整さ
れる ｢国際的なアナーキー｣ だと考えるとされる｡ 他方, ｢革命主義者｣
は, 国家の枠組を超えた人類共同体や世界国家の設立可能性を明示あるい
は含意しつつ, 国際関係を諸国家の連合体が規範的義務を各国に課すこと
のできるものと見做すとされる｡ そして ｢合理主義者｣ は, 現実主義者の
言う ｢国際的なアナーキー｣ の条件下でも, 国際関係を外交や国際法など
を介した国際的な交流が存するものとして認識する立場と捉えられている
(16)
｡
こうした立場を基礎としながら展開される英国学派の ｢国際社会｣ 論は,
地球全体を覆ういわゆる ｢世界政府｣ を有さない国際関係の現実を認めつ
つ, そこに一定の法的・政治的な交流や繋がりなどを有した国家間の ｢社
論
説
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によっては, 合理主義的な伝統を重視する姿勢のみならず, 革命主義や現
実主義に対して惹き付けられていたようにも見出されうると述べている
(Bull, Hedley [1976] “Martin Wight and the Theory of International Rela-
tions : The Second Martin Wight Memorial Lecture,” in British Journal of
International Studies, Vol. 2, Issue 2)｡
(14) cf. esp. Linklater and Suganami [2006]
(15) こうしたケース・スタディは数多く挙げられるが, 日本での近年の研
究としては, 例えば矢口健作 [2003] ｢冷戦後の国際社会における人道的
介入―英国学派の視点による正義と秩序の問題｣ 『国際安全保障』 31巻
( 1・2 号) がある｡
(16) ワイト [2007] pp. 931.
会｣ を見るものである｡ そのうえで, ｢国際社会｣ とは何であるのか, ま
たそれは現実主義的なアナーキーの体系や革命主義的な国際共同体などの
他の国際関係認識の伝統と比較されるとき, いかなる意味を有するのかな
どの問いをめぐって, 今日においても研究が発展させられてきているとこ
ろである
(17)
｡ 前節で触れたように, ｢国際社会｣ の概念を, ワイトの伝統分
類を念頭に置きつつ, 一つの理論として最初期に提起した人物こそ, ワイ
トと並び英国学派の古典を著述した一人としてよく知られる, ヘドリー・
ブルであった｡ 英国学派の基本的理念群を把握するため, 次節では, 彼の
提示した ｢国際社会｣ の概念についてみることにしよう｡
Ⅰ.3 ヘドリー・ブルによる ｢国際社会｣ 概念
ワイトの国際関係の思想的伝統の分類を踏襲しながら, 合理主義的伝統
とされる国際法や外交をとくに重視する見解をさらに深化・拡張し, 主権
国家間の関係性を ｢国際社会｣ として概念化して論ずるヘドリー・ブルは,
その概念を提示するだけでなく, 国際社会論における ｢多元主義｣ (plu-
ralism) と ｢連帯主義｣ (ソリダリズム ; solidarism) という二つの観点が
あることを分析し指摘する
(18)
｡ 前者は国際関係において, 諸国家が最低限の
目的のために ｢合意｣ を行う可能性を見るが, 後者は, 単一の価値に基づ
き, 国際社会が他国に何らかの強制を行う ｢連帯｣ が可能であることを主
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(17) ｢国際社会｣ の概念についての子細な分析をまとめた研究として, と
くに Navari (ed.) [2009] が挙げられる｡ また, 従来の ｢国際社会｣ の概
念を批判的に分析しつつ, アメリカの国際関係論におけるいわゆる ｢構成
主義｣ (コンストラクティヴィズム ; constructivism) の視点を導入して,
英国学派の理論をより精緻化しようとする研究として, Buzan, Barry
[2004] From International to World Society ? : English School Theory and the
Social Structure of Globalisation, Cambridge University Pressがある｡
(18) ブル [2000], Butterfield and Wight (eds.) [1966] ch. 3.
張しているとされる｡ 前節で確認したように, ワイトは, 国際法や外交を
重視する国際関係理解の立場をグロティウスらに代表させていたが, ブル
は, 当のグロティウスやそれに類する20世紀の新グロティウス主義者
(学派) (neo-Grotians
(19)
) は ｢連帯主義｣ の国際社会論と規定されうるもの
であって, これとは異なる ｢多元主義｣ の国際社会論が存在しうること,
そしてまた連帯主義には重大な問題があるため, これとは異なる多元主義
の概念を抽出すべきことを論じている｡
ブルは, こうした二つの立場の導出にあたって, 17世紀のグロティウ
スと20世紀の新グロティウス主義者と, その挟間の時代であるとくに18
世紀のヴァッテルらに代表される国際法学者の見解とを対比させつつ, 次
のように論ずる｡
グロティウスの仮説の中心は, 法の執行に関して国際社会を構成する
諸国家が連帯していること (solidarity), あるいは連帯しうるという
ことにある｡ この仮説は, グロティウスによって明示的に採用された
わけでも擁護されたわけでもないが, 彼が提起した国際的行動にかか
わる諸規則は, その実現のための前提条件であると論じることができ
よう｡ 他方でグロティウスの教義に反対する立場の国際社会概念にお
いては, 全く正反対の仮説が出される｡ 諸国家はこの種の連帯をせず,
ある最低限の目的のためにのみ合意しうるものの, それを法として執
行する連帯は欠いている｡ この考え方は, 国際社会を構成する各国家
で実際に, もしくは潜在的に合意が形成される領域があるとする見方
である｡ これは, この点において多元主義的なもの (pluralist) と呼
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(19) 具体的には, ブルは, 20世紀前半の国際法学者であるヴォレンホーヴェ
ンやローターパクトを挙げている (Butterfield and Wight (eds.) [1966]
esp. pp. 512)｡
べるし, 他方, グロティウスの教義は連帯主義的なもの (solidarist)
だということができる｡ そして国家間の関係を規定する諸規則は, こ
うした違いを反映するものなのである
(20)
｡
ブルは, ｢グロティウスの教義は, 国際秩序にとって明らかに有害な影
響力をもつ｣ として
(21)
, 連帯主義的な国際社会論に否定的な立場を表明する｡
その理由は, グロティウスの正戦論から引き出される｡ すなわち, グロティ
ウスによれば, ｢戦争は正しい原因を持つ者によってのみ戦われるべきだ
とする｣ が, それは ｢戦争を制限すべく, 国際社会が整備してきた諸制度
にとり有害である｣ とブルは述べ, ｢紛争時に, 一方の当事国が自らは特
権を得ている考えた場合｣, 多元主義的な立場において重視されうる ｢法
の相互遵守｣ が掘り崩されてしまうと, 彼は論じるのである
(22)
｡ 20世紀に
おいても, こうしたグロティウス的な連帯主義の影響が見られるとして,
ブルは, 1935年のイタリアに対する国際連盟による経済制裁と, 第二次
大戦後のニュルンベルク (ドイツ) と極東 (日本) における二つの国際軍
事裁判, そして国際連合の名の下で行われた朝鮮戦争の, 三つの具体例を
挙げている
(23)
｡
さて, 以上のブルの概念提起を受けて, 後代の英国学派の研究でも, ワ
イトによる国際関係思想の ｢三つの伝統｣ の分類枠組やそれに基づく三つ
のアプローチと同様, ｢多元主義｣ と ｢連帯主義｣ の二つの国際社会概念
が重用されており, これらの思想分類枠組や理念型は, 国際関係について
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(20) Butterfield and Wight (eds.) [1966] p. 52. (佐藤誠ほか訳 [2010] p.
44.)
(21) Ibid., p. 70. (佐藤誠ほか訳 [2010] p. 64.)
(22) Ibid., pp. 701. (佐藤誠ほか訳 [2010] pp. 645.)
(23) Ibid., p. 71. (佐藤誠ほか訳 [2010] p. 65.)
の一つの見取図を提供するものであり, 英国学派に関わる現代の研究にお
いて, 枢要なキィタームとして利用されている｡ イギリス本国を中心に進
められている英国学派やその国際社会の論議を再評価する研究では, ワイ
トやブルらの議論を批判的に吟味しつつ, まさに ｢国際社会｣ とは何か,
英国学派の理論や観点とはいかなるものであるかなどについて論究されて
いる｡
そしてそうした最新の研究においては, とくに上述のブルの指摘を冷戦
後の現代の国際関係へと敷衍して ｢連帯主義｣ の国際社会論に再検討を加
え, ｢多元主義｣ の国際社会論を再評価しようとする論考が存在する｡ 例
えば, 英国の国際政治学者ジェームズ・メイヨールは, そのような英国学
派の視点から現代の国際政治を議論するにあたって, 先に示した古典的な
英国学派とも言うべきワイトやブルらといった論者らが取り立てて考察を
深めていなかった思想家に着目する｡ その思想家とは, 18世紀スコット
ランドの高名な歴史家・哲学者であるデイヴィッド・ヒューム (David
Hume) であり, 彼の哲学や国際関係理解をメイヨールは自らの分析枠組
の基礎として採用する
(24)
｡ メイヨールは, 自らの研究がヒュームの経験論的・
歴史学的方法論を採っていることを認めており, とりわけ現代の国際政治
の分析において, ヒュームの思想を基礎とすべきことを説いているのであ
る
(25)
｡ それでは, 最新の研究においてなぜこうしたヒュームの評価がなされ
ているのか, 次章では, メイヨールの代表的な著作を通じて説明する｡
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(24) メイヨール, ジェームズ著, 田所昌幸 訳 [2009] 『世界政治―進歩と
限界』 (勁草書房) pp. 5364. なお原著は, Mayall, James [2000] World
Politics : Progress and its Limits, Polity.
(25) メイヨール [2009] p. 54. (Mayall [2000] p. 28.)
Ⅱ メイヨールにおけるヒューム
Ⅱ.1 J・メイヨールの ｢進歩とその限界｣ 論
ジェームズ・メイヨールは, 英国学派の範疇に含められる現代の国際政
治学者であり, 国際関係理論のほか, ナショナリズムや介入などについて
の研究を行っているが, 中でも英国学派の視点に基づきつつ, 冷戦後の21
世紀からの国際関係をどのように見るべきかを論じた著書 『世界政治―進
歩と限界』 (World Politics : Progress and its Limits) は, ｢主権｣ や ｢ナショ
ナリズム｣, ｢自決｣, ｢民主主義｣, そして ｢介入｣ などの現代的で論争的
なテーマを取り上げ, ｢冷戦後に提起されたリベラルな国際社会の変革論
に対して, それがどこまで見込みのあるものなのかを検討する
(26)
｣ ものであ
る｡ 同書を特徴付ける, この国際関係における ｢進歩とその限界｣ (pro-
gress and its limits) との論題は, 英国学派の再評価を行う研究において
も ｢英国学派の中心的な問題関心であり続けてきている｣ とされており,
メイヨールはその代表的な論者として挙げられている
(27)
｡
メイヨールは, 先述の何れのテーマに関しても, その変革には限界があ
ることを示す｡ 彼自身が ｢日本版へのプロローグ｣ において要約するとこ
ろによれば
(28)
, 同書は第一に, 伝統的な国際関係についての概念は修正され
てきてはいるものの, 冷戦後も主権国家から構成される国際社会は根本的
な変化を迫られてはいないことを指摘する｡ そのうえで第二に, 冷戦後に
試みられた改革, とくに民主化は, セルビアやルワンダを具体例とする,
数々の倒錯した結果をも生んでしまったことを論ずる｡ そして, 同書では
第三に, 政治的なレトリックや進歩主義的な願望と, 現実の動きや利益の
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(26) メイヨール [2009] p. 2.
(27) Linklater and Suganami [2006] p. 117.
(28) メイヨール [2009] pp. 23.
世界とが乖離してしまっていること, さらにその結果, 世界政治において
危険な断絶が生じているのではないかという推論が示されている｡ 彼は,
伝統的なヨーロッパの国際政治において重視され必要とされてきた主権の
理解, すなわち国家における ｢権力と責任｣ の結び付きが, ｢進歩主義｣
の考え方により危うくなってきていることを危惧する｡ この実例として,
彼は端的に, 1990年代前半の国連安保理が, 人道的な破局を終わらせよ
うという意向を示しながらも, その ｢責任｣ を全うするための手段たる
｢権力｣ が実質的には与えられておらず, また危機を解決する真の政治的
意志を示すことはなかったということを挙げている｡
そして, メイヨールは, 前章で確認したブルの用語法に従って, 非現実
的な進歩の要求は魅力的だが問題視されうる ｢連帯主義的｣ (ソリダリス
ト的)なものであるとし, 伝統的な国際社会の ｢多元主義的｣ (プルラリス
ト的)な価値観を, 国際政治における規範として支持すべきだと論ずる
(29)
｡
彼は冷戦後の諸問題, つまり対テロ戦争に関して発生した米英と仏独の深
刻な政治的対立による ｢多国間協調の危機｣ や, ｢政治的宗教の台頭｣, そ
して ｢アメリカの帝国化｣ の傾向などに潜む, 連帯主義的な問題を示しな
がら, とくに中国やインドなどの新たな大国が勃興しつつある現在, ブル
が論じたような多元主義的な国際社会の関係性などが優勢となりうる可能
性を示唆するのである
(30)
｡
Ⅱ.2 ヒューム ｢国際法｣ 論の現代的評価
国際政治における21世紀の諸問題と格闘するうえで, メイヨールは,
ブルと同様に, グロティウスの議論を参照しない｡ しかし, 彼が明示する
その理由は, ブルとは異なり, グロティウスが ｢連帯主義｣ の思想的原点
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(29) Ibid., pp. 34.
(30) Ibid., pp. 418.
であるためではない｡ 21世紀においては, 17世紀のグロティウスが前提
としていた, ｢国際関係における人の営みを説明する前提が一変してしまっ
た｣ ためである｡ この点について, 彼は次のように述べている｡
グロティウスの考えでは, 国際社会とは, 自然法が想定した人類共同
体の管理に責任を持つ一種の持株会社のようなものだととらえること
ができた｡ だが国家間システムとそれを下支えする実定法が発展した
ことで, その可能性は一掃されてしまった
(31)
｡
しかも, 現代は ｢18・19世紀のヨーロッパ国際政治システムの最盛期
とは, 多くの点で異なっている｣ とされ, 現代は ｢主権が民族の手に移り,
主権が個人の権利によって制約されたこと｣ により, グロティウスだけで
なく, 18世紀の代表的な国際法論者であった, ヴァッテルの前提も崩さ
れていることが指摘されるのである
(32)
｡
それでは, ブルが念頭に置いていたこれらの伝統的な国際法論, ないし
｢国際社会｣ の思想に代わり, メイヨールはいかなる伝統的思想を自らの
研究の主軸に据えるのか｡ 彼の表現に従って換言するならば, ｢国際社会
の存在根拠を確定し, その不易の性質に光をあて, それが近年経験してい
る挑戦を理解するのに役立つようにして, しっかりとした言葉で語ること
ができる｣ ような, いかなる定式化がありうるのか｡ 彼はこの問いへの回
答として, デイヴィッド・ヒュームを挙げるのである
(33)
｡ しかしながら, ヒュー
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(31) Ibid., p. 52. (Mayall [2000] p. 27.)
(32) Ibid.
(33) なお, メイヨールの代表的著作の一つである 『ナショナリズムと国際
社会 』 (Mayall, James [1990] Nationalism and International Society,
Cambridge University Press) においても, 二度ほどヒュームへの言及が
なされているが, 本稿で取り扱う 『世界政治』 におけるような議論がなさ
ムは18世紀の人物であり, ヴァッテルに先行して国際法や勢力均衡につ
いての論説を遺しており, 先に示されていた ｢前提の一変｣ に巻きこまれ
うる人物であると考えられるかもしれない｡ だが, ヒュームはそうした歴
史的な条件に制限されることのない, 現代にも通用する国際政治論を展開
していたと, メイヨールは評価するのである｡ 彼は, ヒュームを ｢伝統的
思想家のなかで, 現代に通じるところがもっとも大きく, それでいて難解
ではない人物｣ と評し, ｢われわれの道徳感覚は, つまるところわれわれ
の経験を超えることは決してできないという主張をしたヒューム｣ は, 間
違いなく大よその哲学者よりも ｢国際関係の基本的な性格に迫っている｣
と述べるのである
(34)
｡ そこでメイヨールは以下のように記述する｡
ヒュームの正義に関する三つの基本的ルールは, 現在の学界にある大
概のものよりうまくできていて, 新千年紀に進路を決めるための指針
として有効であると思われる
(35)
｡
そして, メイヨールはヒュームの国際法についての次の議論を引用して,
これが ｢多元主義的な国際社会理解の古典的擁護論である｣ と解する
(36)
｡
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れているわけではなく, 同書では, ホッブズの ｢自然状態｣ 論との関連
(Ibid., p. 9.) や, アダム・スミスと並ぶ, フランス革命以前に, 重商主義
の考え方を批判した18世紀スコットランド啓蒙思想のもっとも重要な人物
の一人として名前が挙げられている (Ibid., p. 74.)｡ 詳細な理論的検討が
加えられていたわけではないものの, メイヨールが比較的早い段階よりヒュー
ムに注目していたことがここから確認されよう｡
(34) メイヨール [2009] pp. 534. (Mayall [2000] pp. 289.)
(35) Ibid., p. 54. (Mayall [2000] p. 28.)
(36) Ibid. メイヨールの同書において紹介されているヒュームの国際法論
は, 『人間本性論』 第三巻 ｢道徳について｣ の第２部第11節 ｢国際法につ
いて｣ (David Hume, A Treatise of Human Nature (THN), Book III, Part II,
……あらゆる種類の交流 (intercourse) において, 一つの政治体 (a
body politic) は一人物 (one person) だと考えられるべきであると主
張される｡ そしてこの主張は実際に, 別々の諸国家が私人と同様に相
互扶助 (mutual assistance) を要求し, また同時に, そうした各国の
利己心と野心 (selfishness and ambition) が戦争と不和 (war and dis-
cord) の絶え間ない源泉である限り, 正しいのである｡ しかし, 国家
はこうした点で個人に類似してはいるが, 他面では大変異なっている｡
そのため, 各国が別の一般原則により規制され, 我々が ｢国際法｣ と
呼ぶ, 新しい一組の諸規則を生出すということは, 何ら不思議なこと
ではない｡ こうした項目の下には, 国家の大使らの神聖性, 宣戦の布
告, 有毒武器の禁止のほか, 明らかに異なる社会間での交易 (com-
merce) に特有なことのために考案された, その他の種類の義務が含
まれうるのである
(37)
｡
そのうえでメイヨールは, ｢国家というものが, いわばそれぞれ独自の
慣習や習俗をもつ社会をいれる容器のようなものである限りは, 諸国はお
互いにうまくつきあっていくための共通の慣行やルールを発展させなくて
はならない｣ と論ずる｡ 彼は, ｢ヒュームの議論がグローバル化した今日
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Section 11) からの引用であり, 本稿でのヒュームからの引用の翻訳は岸
野によるものである｡ なお本稿でのヒュームの正義論に関するテクストの
取り扱いは, 次のとおりである｡ 『人間本性論』 (THN) のテクストにつ
いては, D. F. Norton & M. J. Nortonの編集による2000年のオックスフォー
ド大学刊行版を, また 『道徳原理探究』 (EPM) のテクストについては,
Tom L. Beauchampの編集による1998年の同じくオックスフォード大学刊
行版をそれぞれ参照した｡ また, 『人間本性論』 からの引用に際しては,
Norton & Norton版の段落番号に加え, セルビー・ビッグ版のページ数
(以下, SBNと省略する) を付記している｡
(37) Hume, THN 3.2.11.1 (SBN: 567) (Mayall [2000] pp. 289.)
にはもう当てはまらないと, 不満を口にする人もいるだろう｣ が, ｢膨大
な法律体系のおかげで, 諸国が独自の文化的特異性を維持しながら, 諸国
の共存や協力が可能になっているという事実を考えると, そういった不満
は大して重要ではないだろう｣ と述べたうえで
(38)
, 次のように言明する｡
領土保全や国家の独立を定めた国連憲章の２条４項や, 内政不干渉を
定めた２条７項は, 人間の解放のまえには単なる障害にすぎないと切っ
て捨てるまえに, それが世界政治で果たしている創造的で建設的な機
能を, われわれは思い出すべきだろう
(39)
｡
この点を明確に論じるものとして, メイヨールは再びヒュームの国際法
論を引用する
(40)
｡
しかしながら, これらの諸規則は自然法につけ足されたものであるが,
自然法を全く廃絶するものではない｡ 正義の三つの根本的な規則, す
なわち, 所持の安定・承諾による所持の移転・約束の履行は, 統治者
にとっても被治者と同様に義務であるということを, 間違いなく断言
できるであろう｡ 何れの場合においても, 同様の利害は同様の結果を
産むのである｡ 所持が安定していないとき, 絶え間ない戦争が発生せ
ざるをえない｡ 所持物の承諾による移転がなされないときには, 交易
(commerce) は不可能となってしまう｡ 約束が履行されないとき, 連
盟や同盟 (leagues nor alliances) は不可能となる
(41)
｡
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(38) メイヨール [2009] p. 55. (Mayall [2000] p. 29.)
(39) Ibid.
(40) Ibid., pp. 556.
(41) Hume, THN 3.2.11.2 (SBN: 5678) (Mayall [2000] pp. 2930.)
メイヨールは, 上記のヒュームの国際法論が, ｢主権国家｣ とその関係
をめぐる三つの論点を検討するに際し, 有益であることを論じている｡ そ
の論点とは, 第一に, ｢新国家の建設｣ の問題である｡ また第二は, ｢個人
などの非国家主体は国際社会のメンバーと考えられるべきか｣ との問題で
あり, そして第三は, ｢国際社会全体の責任とは何か｣ という問題である
とされる｡ そして, 彼はこの三つの問題に対する解答を, ヒュームが言う
ところの社会生活における ｢最低限の正義の原則｣ に合わせて検討し, こ
れらの問題の解決には, まず以てヒュームが指摘した ｢所有の安定｣・｢合
意の原則｣・｢約束の信頼性｣ という三つの条件を最低限満たしていなけれ
ばならないと, メイヨールは論ずるのである
(42)
｡ 例えば第三の原則に関して,
彼は次のように議論している｡ 伝統的な国際社会において, 国家は自助原
理に従い, 各政府が各国の国境内部を外部の攻撃から防衛する責任をもつ
とされていた｡ そしてある政府が, 自国の利益を攻撃的な手段で自らの管
轄権外で追及した場合, まさにヒュームが示した第三の原則たる ｢約束の
信頼性｣ に基づいて相互援助を約する, 反対勢力の連合が立ちはだかるこ
とになるとメイヨールは論じ
(43)
, ヒュームにおけるこの原則に, 主権国家が
伝統的に保持してきたその ｢責任｣ と, それを全うするための ｢手段｣ に
ついての規則が見出されるのである
(44)
｡
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(42) メイヨール [2009] p. 58. メイヨールは, 第一の問題について, 歴史
的には ｢所有の安定｣ が伝統的な国際関係の特徴であったとは言えないと
しながらも, 例えば ｢脱植民地化｣ という限定的な定義の下での民族自決
の考え方によって, 国家による ｢所有の安定｣ が可能となっていたことな
どについて議論する｡ また第二の問題については, 基本的に非国家主体は
｢主権国家による法的な保護｣ がなければ存在しえないものであり, 国際
社会の最低限のルールに挑戦するものではないと論ずる (Ibid., pp. 5862)｡
(43) Ibid., pp. 623. (Mayall [2000] pp. 356.)
(44) ここでの議論からは, また, 各国の政府が ｢各国民を守る責任｣ を負っ
ており, また各国の政府が互いに国境を承認し ｢所有の安定｣ を図り戦争
そしてメイヨールは, 冷戦後の ｢連帯主義者｣ (ソリダリスト) の議論
においては, このヒュームが提示した原則から離れた主張がなされており,
またそれが現実のものとなっていることを示唆する｡ メイヨールは具体的
に, 国連安保理常任理事国への ｢平和と安全の責任の委託｣ などを挙げて
いる｡ メイヨールは, 戦間期の国際連盟による ｢武力行使禁止｣ の試みの
後, 世界中で ｢全般的な信頼の崩壊｣ が起きてしまったと述べ, それを克
服するために成立した国際連合の安全保障理事会においても, 目的を達成
するための手段を充分に用意しようとしてこなかった点を指摘する｡ こう
した国家間の連帯に基づく政治の現状を述べつつ, 彼は, 連帯主義的な論
理においては, ｢誰が負担を背負い｣, ｢誰が最終的責任をとるのか｣ とい
う, 特定の目的や計画をもつ国連のような ｢連合体｣ の政治につきまとう
二つの基本的問題に, 十分な注意が払われていないと論じるのである
(45)
｡ す
なわち, 連帯主義的な主張においては, ヒュームの三つの原則から示され
ていた ｢各国家が有する責任｣ とそれに関する諸規則が不明確になってし
まうことが危惧されるのである｡ そこで, 比喩的にではあるが, メイヨー
ルは次のように述べる｡ 19世紀までの伝統的なヨーロッパ国際政治と冷
戦後の国際政治の構造は, ｢誰が主権者であるか｣ などの点で大きく異なっ
ていることから, このヒュームの原則などの ｢古い地図は確かにところど
ころ擦り切れて｣ おり, ｢今では大体の方向を知ることにしか役立たない｣
かもしれない｡ しかし, このことを認めながらも, 彼は ｢目的と手段｣ な
いしは ｢権力と責任｣ の結び付きを不明確にしてしまうことなどといった
連帯主義的な論理の問題点を考慮し, ヒュームの原則として見出されうる
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を防止するという, ヒュームの第一の原則が見出されるほか, ｢合意の原
則｣ に則らない攻撃的な手段による ｢他国の管轄権の侵害｣ が問題視され
るという第二の原則もまた見出されよう｡
(45) Ibid., p. 63. (Mayall [2000] p. 36.)
伝統的な国際政治の観方について, ｢それは海に投げ捨てない方が賢明で
あろう｣ と述べるのである
(46)
｡
以上のように, メイヨールは, ヒュームの国際法論から ｢多元主義的｣
な ｢国際社会論｣ としての議論可能性を摘出することで, 英国学派が唱道
する国際関係についての伝統的な見解を現代に再現する思想として, ヒュー
ムの国際法論を高く評価するのである｡
Ⅱ.3 経験主義に基づく ｢進歩の限界｣ 論
前節では, メイヨールがヒュームの国際法論を評価していることを紹介
したが, 『世界政治』 の末尾において, メイヨールは以下に示す引用部で,
端的にではあるが, 経験主義としてのヒューム哲学についても評価してい
る｡ メイヨールは, ワイトが提示した ｢三つの伝統｣ を, ｢現実主義｣ (リ
アリズム)・｢革命主義｣・｢リベラルな合理主義｣ という三つの国際社会の
解釈に再定義したうえで, 後者二つを説得力がなく非現実的ないし自己欺
瞞的であるとして退ける
(47)
｡ そして, 最後に残る ｢現実主義｣ に関して, そ
のうちに ｢道徳的見地｣ を含むものこそ
(48)
, 国際政治の理論的分析と政策的
実践において有用であることが, 彼の議論における結論として, 以下のよ
うに示される｡
わたしがかくあるべしと考えている現実主義は, 道徳的見地を含むも
のであり, もしわれわれがそれを無視する場合には大きな危険がもた
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(46) Ibid., pp. 634. (Mayall [2000] p. 36.)
(47) Ibid., pp. 2067. (Mayall [2000] pp. 1545.)
(48) ｢全く没道徳的で, 深慮を用いても穏健化できない権力政治｣ のみを
国際関係に見出すような立場には説得力がないとして, メイヨールは ｢深
慮｣ や ｢道徳｣ を国際政治の中に見出す立場を重要視する (Ibid., pp. 207
8.)
らされる｡ 現実主義は単なる権力政治と見なされるべきではなく, 人
間が自分の行動に責任をもつこと, そしてそれが予期できる結果ばか
・・ ・・・・・・・
りでなく, 意図せざる結果をも生むことを認めるよう求める立場であ
・・・・・・・
る
(49)
｡
以上の引用部に示されているように, メイヨールが重んずる ｢道徳的見
地｣ を含む現実主義の核心は, いわゆる ｢力よりも道義が重要である｣ と
いう立場に収斂されるものではなく, ｢自らの行動に責任を持つこと｣, さ
らには ｢自らの行動が意図せざる結果を生む｣ 可能性があることを自覚す
ることである｡
そして, 同結論部でメイヨールは, こうした ｢道徳的見地を含む現実主
義｣ の古典的な思想家として, 経験的な現実認識の枠組みに則りながら,
国際法論に見られる国際関係の ｢道徳｣ の論理などを探求してきたヒュー
ムやアダム・スミスらを挙げるのである｡
デイヴィッド・ヒューム, アダム・スミス, その他のスコットランド
啓蒙主義の思想家たちが, 経験的現実を説明する合理的根拠を探しつ
つも, 道徳的論理の分析にも多大な時間を割いてきたのは, 決して偶
然ではない｡ うっかりすると致命的帰結をもたらしかねない重大決定
にかかわった者で, リスクや蓋然性を無視できる者はいない｡
この観点からみれば, 深慮 (prudence) こそが美徳である｡ 深慮がな
ければ, 未来のビジョンはすべて, ありとあらゆる危険がともなうユー
トピアに堕してしまう
(50)
｡
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(49) Ibid., p. 208. (圏点は岸野による｡) (Mayall [2000] p. 156.)
(50) Ibid., pp. 2078. (Mayall [2000] pp. 1556.)
メイヨールは, 以上の引用にて示されているように, ｢深慮｣ を重視す
る ｢道徳的意味も持ち合わせる現実主義｣ が必要であることを強調するが,
しかし, 現代において, その現実主義の形成は困難になっているとする
(51)
｡
その理由について, メイヨールは, 我々が住む現代世界は ｢世俗的で民主
的な文明｣ であり, ｢公共の問題が民主的基準によって判断される文明｣
であるからだと指摘する｡ つまり, 民主主義の性格上, ｢短期的考慮｣ が
政治を支配し続けることになってしまうと彼は論じ, こうした今日の民主
政治が直面している悲劇は, 実は以前の貴族主義の政治よりもはるかに大
規模なものなのかもしれないとすら, 彼は述べるのである
(52)
｡ よって, ｢短
期的視点しかもっていない
(53)
｣ とされる民主政治は, リスクや蓋然性などを
無視せずに長期的展望に立つ ｢深慮｣ を美徳とするような現実主義の政治
とは, 折り合いがつきにくいことになるのである｡ メイヨールは, 民主化
の達成などという ｢進歩｣ の考え方を問い直すべきであるとしながらも,
｢時計の針を逆に回すことができると言うつもりはないし, またそれを望
むべきでもないだろう｣ と述べる
(54)
｡ 民主政治を前提としつつ, それが抱え
る問題点をいかに克服していくのかが問われていると示唆するメイヨール
は, ｢進むべき道は, われわれの道徳はわれわれの経験を超越してはなら
ないという, ヒュームの断言を時代遅れとして無視することではなく, わ
れわれの経験をわれわれが現在直面している道徳的ジレンマにいかに関係
させるかということであろう｣ と結論するのである
(55)
｡
上で引用したように, メイヨールは, 『世界政治』 においては単にヒュー
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(51) Ibid., p. 208. (Mayall [2000] p. 156.)
(52) Ibid., pp. 2089. (Mayall [2000] pp. 1567.)
(53) Ibid.
(54) Ibid., p. 204. (Mayall [2000] p. 153.)
(55) Ibid., p. 209. (Mayall [2000] p. 157.)
ムの名を挙げ彼の思想がもつ意義を自らの結論にて示唆するに留まってい
たが, 同書出版後に著された論文 ｢進歩の限界―英国学派における規範的
推論｣ において
(56)
, 同書の議論の根本をなす思想は, ｢他の英国学派の著作
と同様, イギリスの ｢経験主義｣ (経験論) である｣ と論じ, なかでもヒュー
ムの歴史哲学が, 自身の議論の基礎となっていることをメイヨールは明示
している
(57)
｡
同論文にてメイヨールは, ｢経験主義｣ (empiricism) が ｢実証主義｣
(positivism) としばしば混同されてきたことを指摘する｡ 彼は両者の違い
について, 経験主義は ｢認識論｣ (epistemology) のうちに含まれるが,
実証主義は ｢方法｣ (method) であることを挙げる｡ すなわち, 経験主義
とは, 一種の ｢知識の身分について説明すること｣ (an account of the
status of knowledge) であるのに対し, 実証主義は ｢資料を整理して, そ
の妥当性を判断するやり方の一つ｣ (a way of organizing material and judg-
ing its validity) であり, 両者は異なるものだとされるのである
(58)
｡ 彼によ
ると, ｢方法｣ としての実証主義は, ｢仮説を証明するための科学的モデル｣
であり, ｢理論的推論｣ (theoretical reasoning) と称されるものである｡ そ
して, 彼は自らの 『世界政治―進歩と限界』 では, 実証主義の方法を一切
用いていないと述べて, 同書では寧ろ ｢実践的推論｣ (practical reasoning)
に関わる議論こそを展開していたとする｡ ｢実践的推論｣ とは, ｢異なる帰
結についての評価を行う議論｣ や ｢行動の影響についての議論｣ のやり方
であるとされ, 事実関係やそうした事実の説明を主題とする実証主義の
｢理論的推論｣ とは大きく異なり, ｢価値｣ や ｢規範｣ を主題とし, ｢とる
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(56) Mayall, James [2009] “The Limits of Progress : Normative Reasoning in
the English School,” in Navari (ed.), op. cit.
(57) Ibid., pp. 2104.
(58) Ibid., p. 211.
べき望ましい行動とは何か｣ などを問うものであるとされる
(59)
｡ 実際にメイ
ヨールは, 本章で紹介してきたように, 国際政治の分析において, 仮説を
立てそれを論証すべく事実の因果関係について探り, 結論として科学的な
｢法則｣ を見出すという, 実証主義の方法論を採用してはおらず, 主とし
て, ｢進歩｣ の考え方に基づいた人々の行動や主張が, 国際政治において
どのような結果を招いたのかについて論じており, そうした結果の問題に
対して, 空想的でない, ｢経験的に確認できる知識｣ を基礎としつつ, 道
徳的見地を伴う現実主義など, 別の考え方に基づいて行動することが規範
的に求められるのではないかと論じていたのであり, まさに経験主義的な
｢実践的推論｣ に基づく議論を展開していたのである｡
明確に述べられているわけではないが, こうした実証主義と経験主義と
の対比において, 彼はアメリカの国際政治理論を念頭に置いているものと
考えられる｡ 本稿Ⅰ章でも触れたように, アメリカにおける現代の国際政
治学では, 一般に自然科学的な ｢理論モデル｣ や方法を重視する傾向があ
り, メイヨールは実証主義と経験主義とを対置することで, アメリカにお
ける国際政治理論と自らを含む英国学派の理論との方法論的な相違点を強
調していると推測できよう｡
それでは, 実証主義的な ｢理論的推論｣ と経験主義的な ｢実践的推論｣
とを対比させることで, いかなる論点が浮上しうるのか｡ メイヨールは,
この点について, 彼の ｢進歩とその限界｣ の議論において一つの結論をな
していた, ｢行動の結果は予測可能なものばかりではなく, 自らが意図し
てはいなかった結果が起こりうること｣ の自覚の必要性を挙げて論じてい
たのである｡ つまり, 理論的推論からは法則的な ｢予測可能性｣ が見出さ
れうるが, 経験主義的な ｢実践的推論｣ からは, ｢予測可能｣ な結果に対
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(59) Ibid., p. 212.
して ｢意図せざる結果｣ もまた強調されるということである
(60)
｡ メイヨール
は, ヒュームの哲学を参照し, 彼の著名な因果論や歴史論などを引用・紹
介しつつ, 歴史における全ての結果は ｢意図せざるもの｣ (unintended
consequences) である可能性を含んでいるということを, ヒューム哲学を
解釈することで析出するのである
(61)
｡ 彼は, この点を明確に示すとされるヒュー
ムの 『イングランド史』 (The History of England) における著述を引用し,
次のように論じている｡
『イングランド史』 には, 意図せぬ結果という原理 (the principle of
unintended consequences) に基づいた説明が数多くある｡ ヒューム
によれば, 歴史が ｢一般的に知恵と先見のわずかな要素 (a small in-
gredient of wisdom and foresight) と一致する, 出来事の大いなる混
合体 (the great mixture of accident)｣ を示すものであるという事実
に, 歴史の重要性が存するのである
(62)
｡
彼はこの観点から, ヒュームの歴史分析の視角や, その背景をなす哲学
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(60) 極めて常識的ともいえる立場での批判だが, こうしたメイヨールの議
論の意義は, 先に示唆したようにアメリカ型の理論との対置によって明白
となろう｡
(61) ヒュームの因果論に関しては, 哲学の領域を中心として膨大な研究の
蓄積があり, 歴史哲学と因果論の哲学とを容易に接合できるのかどうか,
慎重な検討が必要である｡ 本稿ではこの問題を取り扱わないが, 日本語で
論じられた哲学研究として, 久米暁 [2005] 『ヒュームの懐疑論』 (岩波書
店) が大変参考になる｡ またヒュームが, 社会科学の ｢法則｣ に関してい
かなる見解を示していたのかについては, とくに, 坂本達哉 [2011] 『ヒュー
ム 希望の懐疑主義―ある社会科学の誕生』 (慶応義塾大学出版会)・第１
章を見よ｡
(62) Mayall [2009] p. 211.
を評価する
(63)
｡ そして彼は, 方法論的ないし哲学的な基盤としてヒューム哲
学を採用していることを論じたうえで, 同論文でも, ヒュームの国際法論
を再説し, その有用性を概括的に指摘するのである
(64)
｡
そして, メイヨールは, ｢進歩｣ が19世紀にあったような目的論的な力
の大半を失ってしまった概念である今, ｢世界が最もよく進歩する方法｣
とは何であるかということが問われるとし, この問いに対し, 現実主義・
合理主義・革命主義の三つの理論的パラダイムは, いずれも満足のいく解
答を示していないと論ずる
(65)
｡ そこでメイヨールは, この問いへの解答を模
索するために, 著書 『世界政治』 での結論と同様, ｢深慮｣ の倫理 (an
ethic of prudence) を提唱し, その具体的な内実については詳述していな
いものの, こうした立場を理解するために啓蒙思想全般を参考とすべきで
あると述べ, 唯一, ヒュームの名を参照すべき人物として挙げるのである
(66)
｡
メイヨールはヒュームを自らが解釈する彼の哲学の全体像を含めて, 高
く評価しているが, 国際政治学の歴史においては, メイヨールと同等の評
価がこれまでなされてきたとは言い難い｡ 実際に, メイヨール自身も,
｢驚くべきことにヒュームは国際社会の研究者から無視されてきた｣ と述
べており
(67)
, 先に見たブルをはじめとする英国学派の国際社会論や同学派の
思想史的研究などにおいて, ヒュームが重要な理論を提示した哲学者とし
て言明されることはなかったと述べうるだろう｡ それでは, 英国学派の国
際政治理論において, ヒュームはどのように位置付けられうるのか｡ 次章
では, この問いについて検討する｡
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(63) Ibid., pp. 2101.
(64) Ibid., esp. pp. 2134.
(65) Ibid., p. 225.
(66) Ibid., p. 226.
(67) メイヨール [2009] p. 54. (Mayall [2000] p. 28.)
Ⅲ 英国学派の源流としてのヒューム
Ⅲ.1 ワイトのヒューム解釈に対する E・ハールによる批判
メイヨールによる高い評価に比べ, 英国学派における既存の諸研究のヒュー
ム評価は, 概して詳細な検討を加えない, 低い程度のものにとどまってい
た｡ その代表とも言うべき評価は, マーティン・ワイトによる ｢現実主義
者｣ としてヒュームを分類するというものである｡ ワイトはヒュームにつ
いて, 彼の勢力均衡論や, 国際法論における ｢国家理性｣ の議論を中心と
して部分的に参照し, 思想的伝統の分類を行っている｡ ワイトは国際関係
における ｢力｣ の側面を重視する ｢現実主義者｣ としてヒュームを分類し
ており
(68)
, その哲学をホッブズやマキャヴェリ, グロティウスなどと並びう
るほどに重要視して分析しているわけではない｡ ワイトがこうした評価に
至った主因としては, ヒュームは今日の国際政治学において, メイヨール
が引用する ｢国際法｣ の議論ではなく, 彼の ｢勢力均衡｣ 論において, 寧
ろ高名であるということが挙げられる
(69)
｡ 彼の勢力均衡論は, 国際政治学の
論
説
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(68) ワイト [2007] pp. 21, 229, 335, 355.
(69) cf. ex. Seabury, Paul (ed.) [1965] Balance of Power, Chandler Publishing,
p. 32 ; Sheehan, Michael [1996] The Balance of Power : History and Theory,
Routledge, p. 4 ; Paul, T. V., Wirtz, James J., and Fortmann, Michel (eds.)
[2004] Balance of Power : Theory and Practice in the 21st Century, Stanford
University Press, p. 29 ; 中西寛 [2009] ｢国際政治理論─近代以後の歴史
的展開｣, 日本国際政治学会 編 『日本の国際政治学 1 ｢学としての国際
政治｣』 (有斐閣)・所収, p. 27；渡邊啓貴 [2009] ｢近代ヨーロッパ国際
政治史｣, 日本国際政治学会 編 『日本の国際政治学 4 ｢歴史の中の国際
政治｣』 (有斐閣)・所収, p. 56 ; ナイ Jr., ジョセフ. S. [2009] 『国際紛争
―理論と歴史』 (有斐閣) ; モーゲンソー, ハンス. J. [1998] 『国際政治―
権力と平和』 (福村出版), 参考文献 p. 27. なお, 『エンサイクロペディア・
ブリタニカ』 (Encyclopedia Britannica) における ｢勢力均衡｣ (Balance of
Power) の項目も参照のこと｡
諸研究において度々言及されており, 時世の政治的パンフレットとしてだ
けではなく古代からの歴史をみて勢力均衡を論ずる点などから, ｢疑いな
く, 勢力均衡というテーマについて最も有名な理論家｣ などとも称され
(70)
,
勢力均衡論の歴史を論ずる際に頻繁に参照されてきた｡ これは, ワイトだ
けでなく同じく英国学派のハーバート・バターフィールドが, メイヨール
のような評価を加えることなく, 勢力均衡論に関する議論にて端的にヒュー
ムに言及していること
(71)
などとも関連しているであろう｡ それでは, こうし
たワイトによる ｢現実主義者としてのヒューム｣ との解釈と, メイヨール
による前章でみたヒューム評価は, いかにして理論的に調停されうるのか｡
ワイトは現実主義者としてヒュームを理解し, メイヨールのように仔細
なヒューム哲学の紹介と評価を行うことがなかったが, 近年, このワイト
の解釈を批判し, メイヨールと同様, 英国学派の伝統に類する重要な思想
として, ヒュームの法と政治の哲学を解釈する研究が, ｢古典派自由主義｣
の国際関係理論などを研究するエドウィン・v・d・ハールによって提示
されている
(72)
｡ ハールは, ワイトが示した ｢現実主義者としてのヒューム｣
という評価を批判し, ヒュームの国際政治理論をワイトの ｢三つの伝統｣
における代表的な国際関係についての見解と比較して解釈している｡ ハー
ルは自らの研究において, アダム・スミスやルートヴィッヒ・フォン・ミー
ゼス, フリードリッヒ・ハイエクらの, いわゆる ｢古典派自由主義｣ の思
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(70) Wright, Moorhead (ed.) [1975] Theory and Practice of the Balance of
Power 1486914 : Selected European Writings, J. M. Dent & Sons LTD, p. 59.
(71) cf. Butterfield and Wight (eds.) [1966] ch. 6.
(72) Haar, Edwin van de [2008] “David Hume and international political the-
ory : a reappraisal,” in Review of International Studies, 2008 : 34, Cambridge
University Press ; Haar, Edwin van de [2009] Classical Liberalism and
International Relations Theory : Hume, Smith, Mises, and Hayek, Palgrave
Macmillan.
想がこれまで国際関係論の研究において注視されてこなかった点を批判し,
彼らの理論を国際関係の視点から読み解いている｡ そして, 古典派自由主
義の思想史的系譜における重要な理論家の一人として, 最初にハールが取
り上げる人物こそ, デイヴィッド・ヒュームなのである｡ ハールは, ヒュー
ムやスミスらに代表される古典派自由主義者が, 英国学派が論ずる ｢多元
主義的なグロティウス的伝統｣ と非常に近似した国際関係認識を示してい
たと解し
(73)
, 英国学派は, 自らの思想史的系譜を確認するために, また同学
派の議論をより深めるためにも, スコットランドやオーストリアなど, よ
り多くの国々の思想家に目を転ずるべきであると論じるのである
(74)
｡
ハールは, ｢国際法｣ のほか, 国家間の貿易や戦争などの議論を通じて,
ワイトの解釈を斥け, ヒュームが ｢国際社会論の伝統｣ (the international
society tradition) ないしは ｢多元主義的なグロティウス的伝統｣ (a plural-
ist Grotian) に即していることを析出する
(75)
｡ ハールは, ワイトの示した
｢三つの伝統｣ とヒュームの議論とを比較対照し, ヒュームは現実主義的
なホッブズ的伝統と革命主義的なカント的伝統の双方と異なる, ｢独立し
た国家からなる国際社会｣ を肯定的に描き出す, ｢グロティウス的伝統｣
の国際関係論を展開していたと解釈する｡ そのうえで, ハールは, ブルの
論
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(73) なお, ハールは, ヒュームの国際関係論が英国学派の国際社会論と親
和的であるとしながらも, ヒュームを古典派自由主義者として把捉して,
国際関係の議論に関しても, ｢個人の自由｣ の擁護が主な目的とされてい
たと解釈している｡ しかしながら, こうした ｢自由｣ を基軸とするヒュー
ム解釈が妥当であるかどうかについては定かではない｡ 例えば, ヒューム
政治哲学における ｢自由｣ の意味が一義的ではなく, 極めて重層的な意味
内容を有していることを指摘する, 極めて緻密な分析を加える重要な研究
として, 森直人 [2010] 『ヒュームにおける正義と統治―文明社会の両義
性』 (創文社) を参照｡
(74) Haar [2009] pp. 1567.
(75) Haar [2008] p. 240 ; Haar [2009] p. 54.
提起した ｢連帯主義｣ と ｢多元主義｣ の二つの国際社会論を踏まえ, ワイ
トの思想分類に従えばヒュームはグロティウス的伝統に位置付けられるが,
しかしヒュームは連帯主義的な主張ではなく, ｢多元主義｣ に基づいた国
際社会論を講じていたものと理解するのである
(76)
｡ ハールによれば, ワイト
が現実主義者とヒュームを解釈した原因はヒュームのテクスト全体を斟酌
しないことにあったとされ, 彼のテクストを広範に見渡すことによって,
ハールは上記のヒューム解釈を提示する
(77)
｡ そのうえでハールは, 英国学派
の国際社会論を再考するにあたり, 既存の研究では詳細に取り扱われてこ
なかったヒュームの国際政治理論が
(78)
, 欠くことのできないものであると論
ずるのである｡
メイヨールは国際法論を中心にヒュームを取り上げたが, さらに進んで
ハールは, 勢力均衡論を含むヒュームの国際関係認識の全体像を析出する｡
ハールは, メイヨールの解釈と同様に, まずヒュームが ｢主権国家｣ を議
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(76) よって, ハールが解する ｢多元主義的なグロティウス的伝統｣ とは,
ワイトの ｢三つの伝統｣ 論とブルの二つの国際社会論とを綜合し組み合わ
せた思想分類によるものであり, 本稿Ⅰ章で紹介したブルの言う ｢連帯主
義としてのグロティウス主義｣ とは異なるものであることに注意されたい｡
(77) 但し, ワイトはヒュームを ｢現実主義者｣ と分類しながらも, ｢ヒュー
ムの政治理論は合理主義的伝統とも親和性を持つ｣ と述べている (ワイト
[2007] p. 355)｡ ヒュームを含め, ワイトは多くの論者における伝統の重
なり合いを指摘し, ｢三つの伝統｣ の均衡について論じており, これは,
思想解釈の点においては誠実な態度として評価されるであろうが, ここか
らはかえって彼が示した ｢三つの伝統｣ なる思想分類それ自体の意味が問
われることになるだろう｡
(78) なお, 国際関係論におけるヒューム研究がこれまで進んでこなかった
理由について, ハールは ｢現在, ヒュームは哲学著作において有名あり,
そのことは国際政治の論点に関するヒュームの考えが見過ごされ, 誤解さ
れてきたことの一つの理由であろう｣ (Haar [2008] p. 225) とも述べてい
る｡
論の出発点としており, 国際政治の中心的なアクターとして主権国家を把
捉する国際社会論を展開していたことを示す
(79)
｡ 加えて, ヒュームの ｢勢力
均衡｣ 論は, ワイトが現実主義的な伝統における勢力均衡論の特徴として
論ずる ｢自国勢力の拡大｣ などを企図するものでは全くないことが指摘さ
れる｡ 寧ろ, ｢反対勢力に対して, 自らの好戦的な企図を実現するような
巨大な勢力による支配を阻止すること｣ こそが, ヒュームが論じた勢力均
衡の中心的な目的であったと, ハールは解するのである
(80)
｡ つまり彼の理解
においては, ヒュームが論じた勢力均衡政策の目的とは, ｢互いに独立し
た主権国家｣ から構成される ｢国際社会｣ が, 世界帝国などという ｢巨大
な覇権的勢力｣ の出現によって破壊されることの阻止にあったと考えられ
ているのである｡ さらにハールは, ヒュームの戦争や帝国に関する議論に
も触れる｡ ハールによると, ヒュームは ｢戦争を不可避と見る｣ こともあ
り, ヒュームの議論においては, 例えば他国の自由を脅かす国家に対する
戦争は正当化されえたと解釈される｡ しかしそうした場合でも, ハールは
ヒュームが ｢限定戦争を望んでいた｣ と解釈し
(81)
, ｢現実主義者｣ の伝統に
おける戦争や征服の肯定論とは一線を画するものと解している
(82)
｡ また, ア
メリカの独立に賛意を示すヒュームの書簡などから, 当時のブリテンの対
外政策を含め, ｢帝国化｣ について彼は否定的であったとされる｡ 国際交
易 (貿易) についての議論でも, ヒュームは重商主義者の思想を批判して,
自由貿易に肯定的な評価を下していたとの解釈に則り, 独立した国家の間
での自由な貿易の齎す利点とともに, 帝国的拡大政策が齎す経済・財政上
の問題をヒュームが論じていたことを, ハールは指摘する
(83)
｡ 加えてハール
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(79) Haar [2009] pp. 426.
(80) Ibid., p. 47.
(81) Ibid., pp. 479.
(82) Ibid., pp. 524.
は, ヒュームがカント的伝統とは異なる国際関係の認識を示していたこと
を論ずる｡ ヒュームが, 貿易によって齎される政治経済的な利点を示すと
同時に, 国家間の交易が国家にとっての国際的なパワーの拡大へと直結す
るものとして論じていることをハールは紹介し, ヒュームの現実主義的な
国際政治経済理解を見る｡ そのうえでさらにハールは, ｢商業を通じて恒
久的平和に至る｣ というカント主義的な見通しをヒュームは持っていなかっ
たと解釈する
(84)
｡ 以上からハールは, ヒュームが現実的な人間本性ないし国
際関係の理解を示すものの, 世界をワイトの言う現実主義的な伝統におい
て論じられる ｢絶え間ない闘争｣ の状態としては考えず, また国際的領域
において人間を進歩させる ｢改善｣ の機会は, カント主義的な革命主義の
伝統における理解とは異なり, 限定されたものと考えていたことを析出す
る
(85)
｡
したがって, ハールによると, ｢ヒューム的世界｣ とは ｢国際法によっ
て規則化される, 独立した国家からなる国際社会｣ であり, ｢国際法によ
る国際秩序の維持｣ を達成するためには, ｢勢力均衡｣ もまた重要である
ような世界であるとされ
(86)
, ヒュームの論じた戦争や帝国・貿易などの議論
は, そのような世界を擁護し促進するものであるとされる｡ そしてハール
は, ｢ヒューム的世界 (The Humean world) はグロティウス的なものであ
り, それは自然法を補完する基本的な国際法によって規律された, 独立国
家からなる国際社会を伴うような世界である｣ としたうえで
(87)
, ｢ヒューム
によると, 諸国家からなる社会の内部では, 国際的な正義の観念がきわめ
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(83) Ibid., pp. 501.
(84) Ibid., pp. 501, 54.
(85) Ibid., p. 52.
(86) Ibid.
(87) Haar [2008] p. 238.
て重要なものであるとされる｣ と論じ, ｢人々の基本的な利害というもの
は, 国際的な領域でも変化しないので, 所有権に対する敬重がなければ,
戦争が規範 (the norm) となってしまう｣ と述べているのである
(88)
｡ そこで
ハールは, ワイトが示したようにヒュームを ｢現実主義者｣ と評価すべき
ではなく, ｢明らかに, 多元主義的なグロティウス主義者と考えられるべ
きである｣ と結論する｡ よって, 英国学派の視点からメイヨールが重視し
たヒュームの国際法論を見据えて, 国際政治経済についてのヒュームの著
述全体を再確認するならば, ワイトによる ｢現実主義者 (マキャヴェリ主
義者) としてのヒューム｣ との評価は, テクストの一部のみを取り上げた
もので解釈上妥当ではなく, ハールの言う ｢多元主義的なグロティウス的
伝統に位置付けられるヒューム｣ との評価が, 妥当と見做されるのである
(89)
｡
Ⅲ.2 多元主義の国際社会論と ｢ヒューム的伝統｣
ハールは ｢多元主義的なグロティウス的伝統｣ としてヒュームの国際関
係認識を解するが, その ｢多元主義｣ は, 論説 ｢技芸と学問の生成と発展
について｣ におけるヒュームの次のような言明から象徴的に引き出されて
いる
(90)
｡ 同論では, 国家が分散割拠する多元的国際関係が, 学問や技芸の生
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(88) Ibid., p. 231.
(89) とくに国際法論から, ヒュームの国際関係についての観方を摘出する
にあたり, ヒュームの道徳哲学を研究する J・L・マッキーもハールと同
様の解釈を提示している (Mackie, J. L. [1980] Hume’s Moral Theory,
Routledge, p. 117)｡ マッキーは, ヒュームの国際間正義論について論じる
なかで, ｢主権国家はホッブズ的な戦争状態にあるわけではないが, それ
らはこうした戦争状態と完全な正義の体系との間の中間的な状態の下にあ
る｣ と述べており, 英国学派の議論に即せば, ヒュームの国際関係理解は
ワイトのいう ｢ホッブズ的伝統｣ と ｢カント的伝統｣ の中間に位置付けら
れることが論じられていると言えよう｡
(90) Haar [2009] p. 54.
成と発展を促したと議論されており, ここに, 多元主義的な国際社会の構
造に対するヒュームの肯定的な評価が表れているとされる｡
この論題において私が示したい次なる発見は, 近接しているが互いに
独立した諸国家が, 通商と政策とによって結合していることほど, 技
芸 (politeness) や学問 (learning) の生成にとって, より好ましいこ
とはないという事実である｡ そうした近接する諸国家間で自然に生ず
る競争 (emulation) は, 明らかに改善の源である｡ しかし私がとく
に主張したいことは, そのように国家の領域が制限されていることが,
権力と権威の双方に抑制 (stop) を与えるという点である
(91)
｡
このヒュームの著述は彼の国際関係認識を見るうえでしばしば言及され
るものであり, 例えば, 英国学派と多くの点で共通の認識を持っていたと
評される
(92)
, 日本の国際政治学者たる高坂正堯もこの部分を引用しており,
ここから見出されるヒュームの思想が18世紀ヨーロッパを特徴付ける
｢多様性への愛｣ を顕著に示すものであると解している
(93)
｡
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(91) Hume, David, “Of the Rise and Progress of Arts and Sciences”, in Essays,
Moral, Political and Literary, p. 119. なお, ヒュームの 『論集』 (Essays) か
らの引用は, Liberty Fund より出版されている Eugene F. Miller 編の
Essaysに所収のものを底本とし, 頁番号などもそれに準ずる｡ 訳文は岸
野による｡ 訳出に際しては, 田中敏弘訳 『ヒューム政治経済論集』 (御茶
の水書房) および 『ヒューム道徳・政治・文学論集』 (名古屋大学出版会),
小松茂夫訳 『市民の国について』 (上下全二巻) (岩波書店), そして田中
秀夫訳 『政治論集』 (京都大学学術出版会) を参考にした｡ 引用文中の括
弧は岸野によるものである｡
(92) 細谷 [1998] p. 262.
(93) 高坂正堯 [1978] 『古典外交の成熟と崩壊』 (中央公論社), 第１章｡
なお高坂は同書にて, ハールのヒューム理解と親和的な解釈を提示してい
さらに, ヒュームはこのように多元主義の国際社会論を展開していたと
評価されるだけでなく, 寧ろ英国学派の議論の基礎を提供する思想家であっ
たことを, ハールは指摘している｡ ハールは, とりわけ英国学派の第一世
代において, へドリー・ブルが最もヒュームと共通する理論家であると述
べて, ブルは ｢ヒューム的伝統｣ (Humean tradition) の下にあったと主
張したとしても誇張にはならないと, ハールは論じているのである
(94)
｡ とく
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る｡ 古代ローマ帝国のような世界的君主国家 (世界君主国 ; universal mon-
archy) を批判するヒュームの勢力均衡論での記述から, ｢ヒュームが勢力
均衡原則によって得ようとしたものは, まったく明白である｡ それは平和
ではなかった｡ 彼が勢力均衡原則に求めたものは一者による他のすべての
ものの支配, すなわち世界帝国が成立しえないという保証であった｣ と述
べる｡ そして, ｢近代ヨーロッパは多様な存在であり, それが与える自由
と活力が近代ヨーロッパに力を与えて来た, というのが近代ヨーロッパの
支配的な考え方であった｣ としたうえで, ｢ヒュームが 『芸術と学問の勃
興と発達について』 で論じている次の文章は, なぜ彼が勢力均衡体系を選
んだかというより深い理由を示していると言えるであろう｣ と論じ (Ibid.,
pp. 1214), 本稿で先に示した引用部を紹介している｡ また, 上の高坂の
指摘のみならず, ヒュームの勢力均衡論についての主要な先行研究におい
ても, ヒュームが ｢世界君主国｣ に対抗するための ｢戦争｣ は否定しては
おらず, 世界的な ｢平和｣ のために勢力均衡論を積極的に唱えていたわけ
ではないという点について, 概ね一致が見られる (cf. 竹本洋 [1990] ｢D.
ヒュームの 『政治論集』 にかんする試論 (2)｣ 『大阪経大論集』 197号, p.
32 ; 高橋和則 [2003] ｢国際秩序思想としての勢力均衡―思想史的考察―｣
『法學新報』 110巻 3・4 号 ; Whelan, Frederick G. [2004] Hume and
Machiavelli : Political Realism and Liberal Thought, Lexington Books, p. 133 ;
森直人 [2006] ｢十八世紀ヨーロッパに関するヒューム国際関係認識の二
面性について｣ 『調査と研究』 32号, pp. 44, 49)｡ この点からは, ヒュー
ムが ｢戦争｣ をどのように認識していたのか, 戦争は ｢社会｣ や ｢秩序｣
などとどのように理論的に結び付けられうるのかが問われるであろう｡ こ
うした問いに関する一考察として, 拙稿 ｢デイヴィッド・ヒュームの安全
保障理論｣ (日本イギリス哲学会・第43回関西部会 研究例会報告・要旨)
『イギリス哲学研究』 第34号 (2011年), pp. 1412 を参照｡
にハールは, ブルがヒュームと同様に, 自然法を価値あるものと見做し,
国家を国際関係における主要アクターとして見ていたことを指摘する
(95)
｡ そ
してハールは, ヒュームの正義論にて示される ｢三つの基本的な自然法と
国際法｣ が, ブルが論じていた ｢社会の三つの目標｣ と類似していること
を示し
(96)
, ヒュームとブルの理論における共通項を明確化する｡
ブルは, 自らの国際社会論での ｢社会生活における秩序｣ の議論におい
て, メイヨールも挙げていた, ｢所有の安定｣・｢合意の原則｣・｢約束の信
頼性｣ というヒュームの ｢三つの基本的な国際法ないし自然法｣ の議論と
類比的な目的を確かに掲げている｡ ブルは, ｢社会生活の条件の一つであ
るだけでなく, その条件そのものであるような主要な基本的目標｣ を ｢あ
らゆる社会は, 承認し, それを推し進めるような配置を具体化している｣
として, ｢とくに, 三つのそのような目的が挙げられうる
(97)
｣ と論ずる｡ そ
れは次のようなものである｡
第一に, あらゆる社会は, 結果として死や肉体的危害をまねく暴力に
対して, ある程度, その心配がなく, 生命が保全されることを確保し
ようとする｡ 第二に, あらゆる社会は, いったん結ばれた契約が遵守
され, いったん約束した合意が実施されることを確保しようとする｡
第三に, あらゆる社会は, 物の所有が, 一定程度で, 安定であり続け,
絶えず続く際限のない挑戦にさらされることのないことを確保すると
いう目標を追求する｡ 社会生活における秩序とは, 社会生活のこのよ
うな基本的な・主要な・普遍的な目標を維持する人間活動の様式のこ
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(94) Haar [2009] pp. 545.
(95) Ibid., p. 55.
(96) Ibid.
(97) ブル [2000] pp. 45.
とを意味している
(98)
｡
ブルは, この三点を ｢生命・信義・財産の価値｣ と要約したうえで,
｢三つの目標すべてが, ｢基本的な｣ ものであると言えるかもしれない｡ 暴
力に対する安全の確保や, 合意の遵守, 所有の安定といった期待が相互に
まったく存在しない個人や集団の群れは, およそ社会とはほとんど言えな
いからである
(99)
｣ とする｡ そして, ｢また三つの目標は, ｢普遍的な｣ もので
もある｡ 現実のあらゆる社会は, それらの目標を考慮しているように思わ
れるからである
(100)
｣ とも論じているのである｡ ブルは, ｢こうした分析には
多くの典拠がある｣ としつつ, 具体的に H. L. A. ハートを注で挙げている
が
(101)
, しかし先の三つの目標の議論の引用部にて, ｢言うまでもなく, ヒュー
ムその他の人々が論じてきたように, 社会が感じる所有の安定化という必
要性は, 条件つきである
(102)
｣ と論じており, ヒュームの議論を意識している
ことは疑いえないところであろう
(103)
｡
かくして, ヒュームの国際関係論が英国学派の伝統と親和的な思想であっ
ただけでなく, 寧ろ英国学派の ｢源流｣ をなすとされるヒュームの哲学か
ら, 英国学派の理論を再検討しうる可能性が, 部分的示唆ではあるものの,
とくにハールが示したブルの国際社会論との共通性から展望されうるので
ある
(104)
｡
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(98) Ibid.
(99) ブル [2000] p. 5.
(100) Ibid., p. 6.
(101) Ibid., p. 25, 注２.
(102) Ibid., p. 6.
(103) cf. 河村 [2010] p. 210.
(104) ブルのこうした議論に対して, 国際関係における秩序を論ずる際,
｢ブルはこうした社会の三つの基本的目標を超越したものをどう取り扱う
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のか｣ という批判がある｡ つまり, ブルが示す社会の三つの抽象的な基本
的目標ではなく, 寧ろ人々はより具体的な問題, 例えば ｢誰の生命財産が,
いかなる暴力から守られるのか｣, ｢どのような内容の契約がいかに締結さ
れるのか｣, そして ｢財産の安定によってどの人々がどの人々よりも, よ
り多くの利益を得ているのか｣ などの問いを重要とみなすであろうとされ,
その場合, ブルの理論における出発点が全く堅固でない可能性があると指
摘されているのである (ex. スガナミ, H. [2001] ｢英国学派とヘドリー・
ブル｣ 『国際政治』 126号, p. 207)｡ こうした批判は, 当然, ヒュームの
議論にも該当しよう｡ スガナミが批判するように, 確かに ｢社会や政治の
目的は歴史的に動態的に捉えられるべき｣ であろう｡ しかし, そうした具
体的な目標の設定は, ヒュームやブルらのいう社会を秩序化する ｢三つの
基本的目標｣ の上においてのみ成立しうることに注意すべきである｡ とく
に, ヒュームは ｢正義｣ の基底をなすものとして, 社会の必要性と ｢社会
の維持｣ を繰り返し論じている｡ 自然法論で彼は, ｢所持の安定｣・｢同意
による所持の移転｣・｢約束の履行｣ という三つの自然法と, 社会の平和や
安全保障とを結びつけ, ｢これら三つの法の厳格な遵守に, 人間社会の平
和 (peace) と安全の保証 (security) が完全に依存している｣ と論じ,
｢人間の安寧 (well-being) にとって社会は絶対に必要であり, 社会を支え
るために先の三つの法が同様に必要なのである｣ と述べている (Hume,
THN 3.2.6.1 (SB: 526))｡ また, こうした ｢社会の必要｣ と社会による
｢安全保障｣ がヒュームの正義論において基底をなしていることは, 自然
法のみならず, 法やその運営, および議会制定法などに関するヒュームの
見解にも共通して表れている｡ 彼は ｢人々の安全こそ, 最高の法である｣
と述べ (Hume, EPM 3.32), 制定法・慣習法・判例・類推などといった
｢それらすべてに帰される極限の目的は, 人間社会の利益と幸福である｣
としている (Hume, EPM 3.35)｡ また, ｢ただ人間社会が必要であること
からのみ｣, 国王・議会・裁判官などの ｢そうした諸制度すべてが生じて
いるということを, 誰か知らぬ者などいるだろうか｣ とも論じており
(Hume, EPM 3.43), ヒュームは ｢社会を支えるために正義が必要である
ことが, 正義という美徳のただ一つの基礎である｣ と結論しているのであ
る (Hume, EPM 3.48)｡ さらにまた, 本章３節にて詳解するように, ヒュー
ムは, ｢必要性｣ に応じて ｢義務｣ が成立・強化する可能性を含意する正
義論を展開しているのであって, これら三つの基本的な自然法や, その国
家間におけるバリエーションとしての国際法が成立した上では, 条件に応
Ⅲ.3 ｢現実と進歩｣ を内包するヒューム
前節までで確認したように, ｢多元主義｣ の国際社会論を展開したヒュー
ムは, ハールの解釈によれば, 英国学派の源流をなす古典的思想家の一人
として定位されうる｡ そうであるとすれば, ヒュームの思想を検討するこ
とによって, 英国学派の論ずる多元主義的な国際社会論に対し, どのよう
な視点を付与できるのだろうか｡ 本稿の議論を締めくくるにあたり, 本節
では, とくに, メイヨールやハールがつとに参照してきたヒュームの国際
法論などからこの点を分析する｡ そのために, まずはワイトとハールの解
釈を検討しよう｡
ワイトとハールのヒューム解釈における分断点は, ハール自身が認める
ように
(105)
, ｢国際法と勢力均衡｣ の関係や, ｢自然法と国際法｣ の相違といっ
た論点に収斂される｡ そして, これらの論点を考えるうえで, ワイトとハー
ルがともに引用していた次のヒュームの国際法論の記述をどのように解釈
するのかが問題となる
(106)
｡
正義の厳格な遵守が, 締約当事国の何れかにとりかなりの程度の損害
を齎しうるような特定の非常事態には, ｢国家理性｣ (REASONS of
STATE) が正義の諸規則を免除して, 条約や同盟を無効にしうると
いうことは, すべての政治家や大半の哲学者らが認めるところであろ
う｡ ……しかし, もっとも極限の必要以外に, 個人間の契約違反や他
者の所有権の侵害を正当化しうるものはなにもない
(107)
｡
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じて, ｢社会を支える｣ という目的に資する新たな具体的な規則が生成さ
れうることが, ヒュームの議論において示唆されているのである｡
(105) Haar [2009] p. 52.
(106) ワイト [2007] p. 335 ; Haar [2008] p. 231 ; Haar [2009] pp. 456.
(107) Hume, EPM 4.3
上記の議論からは, 国際法の限界をヒュームが認めていたことが判明し,
ワイトが論じていたように ｢現実主義｣ の伝統と親和的であるように一見
思われる｡ しかしながら, ハールはこの ｢国際法の停止｣ の論理を ｢究極
的な例外｣ としてヒュームが論じていることに注意し, 常に国家理性が国
際法を停止できるとする, マキャヴェリ主義的な見解との違いを強調する
(108)
｡
また本章１節で見たように, ハールは, ヒュームの勢力均衡論を独立した
主権国家からなる国際社会を支えるための政策原理として理解していたが,
上に引用した議論はこの見解を補強しうるものである｡ 最新のヒューム研
究においては, 上記の国際法論は ｢勢力均衡の必要性｣ などから論じられ
たものであるとする解釈が提起されており
(109)
, 国際法の停止の論理は, 勢力
均衡を保持するための ｢同盟の組み替え｣ の論理などと表裏一体のものと
解され, 国際法と勢力均衡の協働性が見出されている｡ 然らば, ハールの
示した ｢国際法と勢力均衡の連動による国際社会論｣ というヒューム解釈
は, より理論的に裏打ちされたものとなろう｡
ヒュームが個人間の ｢自然法｣ と国家間の ｢国際法｣ との違いを論ずる,
以下の引用もまた, ややもするとワイトのように現実主義的と解されうる
ものである｡
ここにわれわれは次のことを見出すだろう｡ 異なる諸国家の交流 (in-
tercourse) は有益であって, 必要でさえある時もあるが, それは個
人間におけるほどには必要でも有益でもない｡ 個人間では, 交流なく
して人間が存続することは全く不可能なのである｡ それゆえ, 異なる
国家間の正義の自然的責務は個人間におけるほど強くはないため, 自
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(108) Haar [2009] pp. 456.
(109) cf. 森直人 [2007] ｢十八世紀ヨーロッパに関するヒューム国際関係認
識の総合性について｣ 『経済論叢』 179巻２号｡
然的責務から生ずる道徳的責務は, その弱さを分かち合わねばならな
い｡ よって, 我々は紳士個人が自身の名誉にかけて述べた約束を破る
時に比べ, 君主や大臣らが他国の君主や大臣らを欺いた時には, 自国
の君主や大臣らに対して, 必然的により寛大な免償を与えねばならな
いのである
(110)
｡
国際法は個人間の自然法よりも責務が劣る場合があることをヒュームは
指摘しており, ワイトは, この議論から ｢現実主義者｣ との評価をヒュー
ムに対し下していたのである｡ しかし, 以下の引用部を踏まえ, より厳密
に論理展開を追うならば, ハールの主張と祖語をきたさぬ議論であること
がわかる｡
……国家と個人とは違いがある｡ 人間は, 個人間の協力関係がなけれ
ばどうしても存続することができない｡ そして, そうした協力関係は,
衡平と正義の法に敬意が示されないならば, 決して生ずることができ
ないのである｡ 無秩序・混乱・万人の万人に対する戦争が, そのよう
な放縦な振る舞いの必然的な帰結である｡ しかし, 国家は交流がなく
とも存続できる｡ 国家は一般的な戦争の下でも, ある程度は存続しう
るだろう｡ 諸国家間での正義の遵守は有益であるが, 個人間における
ほど強烈な必要性によって護られるものではない｡ そして道徳的責務
(moral obligation) は有用性 (usefulness) に比例するのである
(111)
｡
ヒュームが国際法に比較的弱い責務を認めた理由は, まさに ｢必要性｣
が個人間と国家間の場合とでは異なるという原則にあったのであり
(112)
, ワイ
論
説
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(110) Hume, THN 3.2.11.4 (SBN: 569)
(111) Hume, EPM 4.3
トと異なり, ハールはこの点を斟酌して, 自らのヒューム解釈を提示して
いるのである
(113)
｡
しかしながら, この個人間と国家間での ｢必要性｣ の違いという議論は,
｢国際関係は常に闘争的なものである｣ と考える現実主義的な国際関係理
解と, やはり大差ないように思われるかもしれない｡ だが, 国際法に続い
てヒュームが論ずる ｢戦争法｣ や ｢連盟｣ の責務などについての議論を見
るならば, 彼が固定された ｢闘争状態｣ として世界を見ているという解釈
は困難となる｡
ヒュームは戦時の ｢戦争法｣ を ｢国際法の停止｣ に伴う国家間正義の一
種であるとしており
(114)
, ヒュームの正義論では, ｢法規・格言・正義と不正
義の観念がなければ, 人々は殺し合うことも不可能である｣ として, 平時
と同様に戦時にも法律が存在しており, 共通の利害や効用が, 関係者や関
係諸国家に正邪の判断基準を齎すと議論されている
(115)
｡ よって, 彼の戦争法
論からは, 国際法の停止が即座に無秩序状態を意味するわけではないとの
ヒュームの理解や, まさに ｢殺し合い｣ においてさえ一定の秩序を要する
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(112) 国際法の有効性と, ｢国家理性｣ によるその停止や破棄という限界性
の二面性ないし ｢両義性｣ を指摘する, 森直人のヒューム研究は, ヒュー
ムの国際法論において, 自国の利益たる ｢自国の統治の安定｣ と, ｢国際
間正義の遵守の利益｣ との間での比較衡量を見出して (森 [2010] pp.
1334), ｢統治と正義の衝突｣ とそうした事態における ｢自国の統治の安
定｣ の優先, つまり ｢統治優先の論理｣ がヒュームの正義論と政治哲学に
内在していることを析出している｡ しかしながら, 本稿での論考からは,
ヒュームによる ｢統治の優先｣ は, 国際法の ｢必要性｣ が減じたために生
ずるものにすぎないと考えられる｡
(113) Haar [2009] pp. 456.
(114) 公的な ｢戦争状態｣ では, 通常の正義は両陣営にとり役に立たないた
めに停止され, そうした状態に固有の利益や有用性を計算してできた規則
たる, ｢戦争法｣ がとって替わるとされるのである (Hume, EPM 3.11)｡
(115) Hume, EPM 4.20
との人間本性における根本的な社会需要という
(116)
, ヒュームのアリストテレ
ス的な人間と社会の理解
(117)
が析出されうる
(118)
｡ ｢国際法の停止｣ の論理につい
て, 自然法との比較のみならず, 戦争法との連関も視野に含めて再考する
ならば, 平時／戦時の個人間・平時／戦時の国家間など, あらゆる社会的
な状況や条件に応じて, その状況に即した社会秩序の ｢必要性｣ や ｢利益｣
を基礎とした, 様々な正義の法や規則が成立しうると, ヒュームが考えて
いたことが明らかとなるのである｡
また, アカイア共和国 (同盟)・スイス連邦・諸邦連合 (オランダ) を
具体像とする, ｢連盟｣ の責務に関しても, ヒュームは次のように議論す
る｡ 社会間での連合の諸条件は, ｢特別の効用｣ があると連盟内で認識さ
れているため, したがってその諸条件, つまり連邦盟約とでも言うべき責
論
説
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(116) ここで, 彼が ｢殺し合い｣ (murder each other) と述べている点は注
目に値する｡ つまり, ヒュームは, ｢相互の利益｣ を前提として正義につ
いて議論しており, 一方的な ｢殺人｣ (murder) であれば, そこに何らの
規則も必要ないということになる｡ これは, ヒュームが ｢相互に行為する
人間の関係性｣ という前提のもとで議論していることの証左でもあろう｡
本稿ではこれ以上論じないが, 彼の正義論におけるコンヴェンションの論
理を解明する場合, この点は無視できないものとなるだろう｡
(117) なおメイヨールは, ｢人間は孤独な獣であるというよりも, 社会的な
存在である｣ という認識を ｢アリストテレス的関係｣ (Aristotelian connec-
tion) と解する｡ そして英国学派が理解する ｢国際社会｣ の概念は, この
アリストテレス的な人間相互の関係性ないし社会理解を, 国際関係へと適
用させたものであるとメイヨールは論じている (Mayall [2009] p. 213)｡
(118) これはしかし, 常に秩序を求めて人々が合意し連帯できるということ
を意味しない｡ 例えばヒュームは ｢徳のある人物が悪党の集団に入り込ん
でしまったなら, 正義を尊重することは役に立たなくなって, そうした人
物もただ自己保存 (self-preservation) だけを考えて動くようになるだろ
う｣ とも論じており (Hume, EPM 3.9), どのような状況下でも相互に法・
規則・規範などが生じ秩序が形成されると考えているわけではないと言え
よう｡
務に関する違反は, ｢個人間での私的な権利侵害や不正義｣ と同等, ある
いはそれ以上に犯罪的と見做されると
(119)
, ヒュームは論じているのである｡
この議論からは, 上述した ｢平時の国際法と戦時の戦争法｣ との対比のみ
ならず, ｢社会間連結｣ のある種の濃度に応じた ｢国際法と連邦盟約 (連
合における責務)｣ との対比もまた浮上する｡ 国際法は確かに戦時におい
て停止される｡ しかし, 国家間や社会間における法は, それが必要とされ
る程度に応じて, 上の連盟の場合のような高い規範性を要求しうることを
ヒュームは論じているのであって, これら三つの社会間の法や責務は, ま
さにただ ｢必要性｣ とそれが必要とされる ｢状況｣ に応じて生じ, またそ
れぞれの義務の効力が変化するものとして理解されうるのである｡
したがって, ヒュームは, 法の ｢必要性｣ という条件が変化すれば, 法
が有する ｢責務｣ もまた比例して変化するという原理を, 彼の法哲学にて
一貫させていることが判明する
(120)
｡ さらにここから, ｢必要性｣ の条件が異
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(119) Hume, EPM 4.4
(120) 例えば, 『道徳原理探究』 におけるヒュームの議論は次のとおりであ
る｡ まず, 自然がすべての ｢外的な便益｣ (必要物) を提供しており, 自
らの望みがすべて満たされるような幸福な状態では, 正義という ｢用心深
くて, 猜疑的な徳｣ (the cautious, jealous virtue) は夢想だにされなかっ
ただろう (Hume, EPM 3.23)｡ よって, 水と空気は人間にとり最も必要
なものであるにもかかわらず, それらがふんだんに提供されているために,
そこには所有権の規則が適用されていないのである (Ibid., 3.4)｡ また,
人々の心がより寛大であれば, 所有権や責務などは考えだされなかったで
あろうし, かくも ｢拡張された仁愛｣ によって, 正義は停止されることに
なるだろうし (Ibid., 3.6), ｢家族｣ はその事態に近い具体例である (Ibid.,
3.7)｡ さらに, 社会が最低限必要なものも欠いていて, どのように倹約し
て勤労をしたとしても極限の悲惨な状態から救いだせない場合, 正義の厳
格な執行は停止されるだろうし (Ibid., 3.8), 実際の政治社会つまり国家
でも, 犯罪者は ｢社会全体の利益｣ のために, 通常の ｢正義の諸規則｣
(自然法) が一時的に停止されて, 刑罰が執行されていると論じられてい
なれば, 個人間の ｢自然法｣ の場合よりも強い責務が付与される場合があ
るとヒュームが論じていることが明らかとなる｡ ヒュームの国際法論から
は, 多元主義的な国際社会の存立を前提としていながらも, 国際環境にお
いて正義や法を必要とする ｢条件｣ が変容するとき, そうした法はより強
い ｢責務｣ を帯びることになるという議論が析出できるのであり, そこに
は ｢革命主義｣ が志す道義に基づく世界平和の理想へ向かう道程もまた,
理論上の可能性として秘めているとも解しうる｡ よって, ヒュームの国際
関係論とは, まさに主権国家の存立や, 勢力均衡論などに見られる政治的
パワーの存在という ｢現実｣ と
(121)
, 現実主義者の言う道徳的見地なき権力政
論
説
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るのである (EPM 3.10)｡ 加えて, 本論では詳述しないが, 正義論におけ
る ｢貞操と謙譲｣ という正義 (人為的徳) の議論も, この ｢正義の条件｣
という論理から外れるものではない (cf. esp. Hume, THN 3.2.12.13 ;
Hume, EPM 4.59)｡ とくに, ｢自然法と国際法｣ と, ｢貞操の男女性差｣
とのアナロジー (cf. Hume, THN 3.2.12.9) においても, 利害の違いに起
因して責務の割合が増減することが繰り返し論じられている｡
(121) とくにヒュームは, 論説 ｢原始契約について｣ において, ｢小王国が
大帝国へと増大していくことや, 大帝国が小王国へと分裂していくこと,
あるいは植民地の拡大や, 民族の移動により, 地球の表面は絶えず変化し
ている｡ そうしたあらゆる出来事において, 力と暴力 (force and violence)
の他に何が発見されるだろうか｡ 一体どこにあれほどよく語られる相互の
契約や自発的な協約があるというのだろうか｣ (Hume, “Of the Original
Contract” in Essays, p. 471) とも述べており, ｢力と暴力｣ が世界史におい
て見出されることを明確に指摘している｡ ここで注目されるべき点は, ヒュー
ムが ｢国家や民族の拡縮｣ において, ｢力と暴力｣ を見出しているという
点である｡ つまり, 帝国や植民地の拡大, あるいは国家の分裂などによっ
て, 諸国家からなる多元主義的な国際社会が変容する事態において, ｢相
互の契約や自発的な協約｣ ではなく ｢力と暴力｣ が発見されると論じられ
ているのであって, 現実主義者のように国際関係が常に ｢力と暴力｣ に支
配されているとか, 国家間の ｢相互の契約や自発的な協約｣ (つまり国際
法) が見出されないなどと論じられているわけではない｡ 国境に変更が加
えられる事態において, ｢力と暴力｣ が常に発見されるという ｢現実｣ を,
治に留まらぬ ｢国際法｣ や国際社会の意義を提示しつつ, また ｢国家間正
義の拡張｣ という ｢進歩｣ の可能性を内包する思想であったと解されうる
のである｡
本節で詳述したように, ヒュームは, 国際法論において ｢国家理性｣ を
登場させ, 国家が自らの判断で国際法を停止・破棄することは可能である
と論じていた｡ この議論からは, ヒュームを含む ｢多元主義｣ の国際社会
論は, 結果として常に紛争の危険性と表裏一体であって, その多元主義の
論理それ自体が, 国家間の闘争状態を産出しうるものではないかとの批判
を招来させるかもしれない｡ しかし, ハールがヒュームの国際法論・勢力
均衡論・戦争論・貿易論などを総合することで ｢独立した主権国家｣ によ
る国際社会論を抽出していたことから明らかなように, ヒュームに見出さ
れる多元主義の国際社会論は, 国際法における諸国家間の対等性の重視な
どだけでなく, ｢反帝国主義｣ とも言うべき ｢勢力均衡政策｣ や ｢重商主
義批判｣ などの政治経済論に代表されるように, 国家間の絶え間ない ｢相
互の独立維持｣ への注力の必要性にもまた, 論を割くものである｡ そして
メイヨールが議論していたように, 連帯主義は国際社会における ｢責任｣
の所在を不明瞭にしてしまう危険性があるものであって, 多元主義的な
｢独立した主権国家｣ の概念の重要性を説くことは, 上述の国際政治にお
ける ｢国家の自由｣ とともに, ｢国家の責任｣ をもまた, 強調することに
なるのである｡ 多元主義と連帯主義について, 英国学派内部において論争
が続けられているが, 以上のように本稿で見てきたメイヨールやハールら
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ヒュームは指摘していたのであり, 彼の指摘は現実主義的な ｢パワー｣ が
支配するアナーキー状態の国際関係理解に直結するものではないと言えよ
う｡ 寧ろ, このヒュームが示した ｢現実｣ の認識からは, マキャヴェリ主
義 (現実主義) 的な ｢国家 (帝国) の拡張｣ やカント主義 (革命主義) 的
な ｢世界国家の樹立｣ などが抱えるであろう, 国境の変更つまりは主権領
域の変容に伴いうる ｢実力行使｣ の問題が浮き彫りになろう｡
のヒューム解釈からは, 改めて ｢独立した主権国家｣ の概念と主権国家体
制の現代的意味を問い直すための示唆や視点が得られうるであろう｡ そし
て, 本節で論じたヒューム解釈からは, ｢国際法の遵守は絶対的なもので
はない｣ という ｢現実｣ の国際政治を見据えつつ, ｢現実｣ がまさにそう
であるがゆえに, ｢国際法の遵守｣ を可能にする条件とは何か, そして国
際法などを介した国際関係の ｢現実的な進歩｣ とはいかにして実現出来う
るものであり, またどこまで実現出来るのかなどの問いに関し, 再び我々
が論考していくことを可能にするであろう｡
結
本稿は, 英国学派の国際政治理論において, デイヴィッド・ヒュームの
政治哲学が近年注目されてきていることを紹介し, その理由について検討
した｡ Ⅰ章では, ｢英国学派｣ の概略を見たうえで, 代表的な論者である
マーティン・ワイトとヘドリー・ブルが提起した ｢三つの伝統｣ 論と二つ
の ｢国際社会｣ の概念について説明した｡ 続く二章では, ブルの言う ｢多
元主義｣ 的な国際社会論を現代の国際関係に敷衍して思索を深めるジェー
ムズ・メイヨールの議論を概観して, 現代の国際政治を分析するにあたり,
ヒュームの国際関係についての理解が有用であると考えられうることを見
た｡ さらに, 同章では, メイヨールが, ｢意図せぬ結果｣ という原理がヒュー
ム歴史哲学から抽出されうることを論じており, そうしたヒューム哲学に
自らの議論が基礎づけられていることを, メイヨール自身が開陳している
ことを確認した｡ メイヨールの議論において重要視されるヒュームは, し
かし, これまで英国学派の論議全体において考察が深められてきたわけで
はない｡ これはいかなる理由によるものであるのか｡ Ⅲ章ではまず, この
問いについて検討した｡ 同章では, ワイトの ｢現実主義者としてのヒュー
ム｣ という評価に触れたうえで, メイヨールが評価していたヒュームの国
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際法論などを踏まえるならば, ワイトの評価には疑問が呈されるとする,
E・v・d・ハールのヒューム解釈を概観した｡ そして, ヒュームが ｢多元
主義｣ の国際社会論を展開していたとするハールの解釈を見たうえで, 英
国学派のブルの議論は, 云わば ｢ヒューム的伝統｣ に位置付けられるもの
として解されうると, ハールが指摘していたことを確認した｡ かくして,
これまで等閑視されてきたヒュームの哲学は, 第一に, メイヨールが示し
たように, 現代国際関係の分析においてヒュームの哲学や彼の国際関係認
識は有用でありうること, そして第二に, ハールが明確化したように, ヒュー
ムが英国学派の一つの源流として再考されうる思想家であったと解される
ことから
(122)
, 英国学派の理論を再検討するにあたって, 無視できないものに
なりつつあることが示唆されるのである｡
それでは, 国際政治学の観点からヒューム哲学の再考をさらに進めてい
くことは, いかなる意味を有しうるのか
(123)
｡ 本稿で紹介したメイヨールとハー
ルの指摘を踏まえ, とくに英国学派の再検討に際し, ヒューム哲学の研究
を進展させることが有しうる意義として, 例えば以下の三点が指摘できよ
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(122) ヒュームの学問的態度を, ｢二元論の拒否｣ (坂本 [2011] p. 13) と
して特徴づけたうえで, ｢モデレートされるべき両極端のきびしい対立を
前提とし, 両者が前提する宗教的・政治的な独断論を排したうえで, 理性
と直感を極限まで働かせた最終的判断としての何か｣ こそが, ヒュームの
議論に頻出する ｢中庸｣ の考えであると解するならば (Ibid., p. 14), そこ
には, 極端な ｢現実主義｣ と ｢理想主義｣ とをともに批判的に吟味しつつ,
その ｢中庸｣ を探ろうとする, 伝統的な英国学派の姿勢との共通項が炙り
出されうるかもしれない｡
(123) 高橋和則はエドマンド・バークやヒュームらの国際政治思想に関する
論考において, 国際政治学上の関心事から, ヒューム研究の意義を述べて
おり (高橋 [2003] p. 534 ; 高橋和則 [2004] ｢ヒュームにおける国際秩
序思想｣ 『政治思想研究』 ４号, p. 99), そうした問題関心については,
本稿も共有するところである｡
う｡
第一は, 英国学派の国際政治理論において概して ｢経済｣ の観点が希薄
であるとの批判に対する, ヒューム政治経済思想の再検討による応答の可
能性である｡ そもそもヒュームは, 経済思想の領域において盛んに研究が
進められており
(124)
, ハールが簡単にではあるが論じていたように, ヒューム
は国内経済のみならず, 貿易論などの国際経済に関する著述も多く残して
いる｡ 世界秩序における ｢経済｣ の側面についての議論が不在であること
は, 英国学派やそこで論じられている国際社会論に対する重大な批判の一
つであるが
(125)
, 英国学派と親和的な思想や立場にあると解されるヒュームが,
いかなる国際経済思想を論じていたのかを考察することは, この批判に答
える際の道標となりうるかもしれないのである｡ また, ここからさらに進
んで, アメリカの国際政治学において ｢経済的相互依存｣ などの重要性を
論ずる, 国際関係論におけるリベラリズム (liberalism) の理論と, ヒュー
ムの思想との距離を議論することができるならば, 英国学派の国際政治理
論とアメリカの国際政治学との異同についての考察
(126)
にも資する可能性があ
ろう｡
第二は, ヒュームの正義論の考察を通じて, 英国学派の論ずる多元主義
的な国際社会を支える正義や法などの諸制度が, いかなるメカニズムによっ
て成立し維持されうるのかという問いに関する, 哲学的視座を深めうる可
能性である｡ 極めてよく知られるヒュームの ｢コンヴェンション｣ 論では,
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(124) 国際政治の観点を踏まえた経済思想研究としては, イシュトファン・
ホント (I. Hont) や田中秀夫らによる諸研究がつとに有名である｡ また,
ヒューム経済思想の全体を包括しうる, 極めて重要な研究として, 田中敏
弘 [1971] 『社会科学者としてのヒューム―その経済思想を中心として』
(未來社) を参照｡
(125) スガナミ [2001] p. 206 ; cf. 河村 [2010] pp. 224, 2389.
(126) この点については, 例えば角田 [2011] p. 73 を参照｡
｢人為的ではあるが, 恣意的 (意図的) なものではない｣ という意味で,
所有権や契約法などの正義の法や規則が ｢自然法｣ と呼ばれて然るべきだ
とする議論が展開される｡ こうした正義の成立過程の理論を, メイヨール
らが重要と見做した彼の国際法論へとどのように展開されていくのかとい
う点にとくに着眼して, 他の自然法学者らの諸理論と比較しつつ解釈する
ことで, 英国学派において議論されている国際社会論を, 法や秩序の基盤
となる社会形成の原理や人間本性の哲学へと掘り下げて再検討することが
可能となるかもしれない
(127)
｡
そして第三は, ワイトやブルをはじめ, 英国学派が重視し取り扱ってき
た伝統的・代表的な思想家たちの議論について再検討を加える際, ヒュー
ムが一つの基準ないし議論の軸となりうることである｡ 本稿で詳しく見た
ように, ヒュームの思想は, 英国学派における ｢多元主義的なグロティウ
ス主義｣ に極めて近しいものであった｡ ブルがグロティウスとその後の国
際法思想を仔細に検討し, 国際社会概念の二分法を考案したことを踏まえ
ると, 英国学派の伝統的な思想として解されうるヒュームの法と政治の哲
学が, グロティウスやプーフェンドルフらの国際政治思想とどのように関
連しているのか
(128)
, また同時代たる18世紀のヴァッテルらの思想との異同
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(127) ハールは, ヒュームやハイエクらの ｢自生的秩序｣ 論を国際関係の視
角から斟酌しているが, ヒュームの ｢コンヴェンション｣ 論をメイヨール
の論じた ｢意図せぬ結果｣ の原理を踏まえつつ再解釈しうるならば, ハイ
エクらの議論などとどのような関係に立ちうるのかについても再考できる
かもしれない (cf. Haar [2009] esp. pp. 2830)｡
(128) ハールも指摘しているように (Haar [2008] p. 232 ; Haar [2009] p. 54),
ヒュームはグロティウスとプーフェンドルフを学んでおり, 彼らの思想か
ら影響を受けているものと考えられる｡ なお, 合理主義者の代表格として
グロティウスを掲げるワイトは, プーフェンドルフを ｢ホッブズの使徒｣
と呼び, ｢現実主義者｣ に分類している｡ その際, 彼は, プーフェンドル
フを ｢アナーキーな自由という意味で自然法を理解した｣ ｢自然法学派の
などを確認することは, 思想史研究としての意義を有するだけでなく,
｢国際社会についての伝統的な思想とは何か｣ という英国学派の根本をな
す大きな問い
(129)
に対し, 新たな検討材料を提供することになるかもしれない
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最高峰に立つ｣ 思想家であると述べている (ワイト [2007] p. 17)｡ ワイ
トのヒューム評価に対するハールによる批判を踏まえると, このようなワ
イトのプーフェンドルフ評価を題材として, ホッブズとプーフェンドルフ
とヒュームの思想的系譜やグロティウスの思想と彼らの国際関係理解の異
同などを再考することが可能であるかもしれない｡ 第一に, ヒュームとグ
ロティウスとの思想的関係については, 次の点が指摘される｡ それはつま
り, ヒュームは, 彼の正義や所有権の起源論について, 『道徳原理探究』
所収の補論の注記にて, ｢グロティウスの理論と同じである｣ と述べてい
る点である (Hume, EPM Appendix III)｡ しかし, 同箇所でヒュームが述
べている理論の継承は, あくまでも ｢正義や所有権の起源｣ に関して,
｢大筋において｣ のものであり, しかもグロティウスが ｢示唆した｣ もの
と同じというだけに過ぎない (この点については, 例えば, 坂本 [2011]
esp. pp. 934を参照せよ)｡ 第二に, プーフェンドルフとヒュームの法学
史における連関について見ると, 法哲学における研究では, ｢言語・私的
所有・貨幣・統治支配｣ というプーフェンドルフの論じた合意による四つ
の ｢制度｣ が, ヒュームのコンヴェンション論において語られていること
の指摘がなされており (桜井徹 [1988] ｢ヒュームにおけるコンヴェンショ
ンの概念｣ 『一橋研究』 13(2), p. 38), プーフェンドルフの ｢制度｣ 論に
見出される ｢コンヴェンショナリズム｣ をヒュームは忠実に継承している
とする解釈が提示されている (桜井徹 [2008] ｢ザームエル・プーフェン
ドルフ｣, 勝田有恒 & 山内進 編著 『近世・近代ヨーロッパの法学者たち
―グラーティアヌスからカール・シュミットまで』 (ミネルヴァ書房)・所
収, p. 192)｡ こうした思想史的検討について, 本稿では深く立ち入らない
ものの, 例えば, 自然法学の思想史におけるヒュームの位置付けに関する
法哲学の論考 (下川潔 [2005] ｢ヒュームの正義概念と近代自然法学の伝
統｣ 『人文』 ４号, 下川潔 [2007] ｢ヒュームと近代自然法学の変容｣ 『法
哲学年報 2007』) などの先行研究の存在に触れておきたい｡
(129) マーティン・ワイトが 『外交の探究』 の第１章で論じたように, ｢国
際理論とは何か｣ という大きな問いへと直結する, 英国学派における基本
的かつ重要な問いである｡
のである｡
国際関係の視点からヒューム研究がさらに進められることにより, 英国
学派の国際政治理論もまた, より一層, 豊饒な思想的基盤を獲得しうるで
あろう｡ アメリカの国際政治学とは異なり, 古典的思想や歴史を重視する
方法論を用いる英国学派とヒュームの国際政治理論を並行して再検討する
ことによって, 現代日本における国際政治の理論や思想などに対し, いか
なる影響力を有しうる視座を析出することができるのか｡ 今後の検討課題
としたい｡
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論説
David Hume in the English School of
International Relations Theory
KISHINO Kouichi
The English School of international relations theory is that focuses on his-
tory, norms, philosophies and principles, and that emphasizes the concepts
of international society and international law. Reconsidering the theories
and the views of the English School, contemporary scholars on international
relations theory, James Mayall and Edwin van de Haar, point out an impor-
tance of the Scottish Enlightenment thought in 18th century, especially that
of David Hume’s philosophy and theory.
This article examines the reassessments of Hume in IR, and explores why
Hume is remarked and why Hume’s international relations theory and his
philosophy would have its place in the English School debates.
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